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第１ 【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
  

第一部【企業情報】

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (百万円) 80,807 79,912 77,696 76,791 76,451

経常利益（△は損失） (百万円) 1,474 157 △569 1,308 156

当期純利益(△は純損失) (百万円) △561 △2,903 70 △1,346 111

純資産額 (百万円) 44,470 40,814 39,358 37,379 36,613

総資産額 (百万円) 54,475 55,359 49,811 44,704 42,651

１株当たり純資産額 (円) 1,169.25 1,073.42 1,075.28 1,021.32 1,000.61

１株当たり当期純利益金額 
(△は純損失金額)

(円) △14.54 △76.33 0.93 △37.78 2.18

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 81.6 73.7 79.0 83.6 85.8

自己資本利益率 (％) △1.2 △6.8 0.2 △3.5 0.3

株価収益率 (倍) ― ― 659.1 ― 346.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,639 2,580 5,113 1,040 5,218

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,796 △5,236 △7,649 △2,592 △3,883

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,963 △691 △1,552 △667 △661

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 14,189 10,841 6,753 4,534 5,207

従業員数 
〔外、平均臨時雇用人員〕

(人)
1,925
〔701〕

1,821
〔647〕

1,811
〔543〕

1,364
〔409〕

1,326
〔424〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ １株当たりの配当額18円00銭には特別配当３円が含まれております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (百万円) 73,098 71,835 69,709 68,712 67,030

経常利益 (百万円) 1,355 403 12 1,208 △218

当期純利益(△は純損失) (百万円) △510 △2,534 356 △927 △164

資本金 (百万円) 2,935 2,935 2,935 2,935 2,935

発行済株式総数 (千株) 38,034 38,034 38,034 38,034 38,034

純資産額 (百万円) 42,921 39,628 38,456 36,903 35,842

総資産額 (百万円) 51,831 53,155 47,711 43,265 40,953

１株当たり純資産額 (円) 1,128.48 1,042.23 1,050.61 1,008.31 979.51

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

18.00

(9.00)

18.00

(9.00)

18.00

(9.00)

18.00

(9.00)

18.00

(9.00)

１株当たり当期純利益金額 
(△は純損失金額)

(円) △13.21 △66.65 8.54 △26.30 △5.36

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 82.8 74.6 80.6 85.3 87.5

自己資本利益率 (％) ― ― 0.9 ― ―

株価収益率 (倍) ― ― 71.8 ― ―

配当性向 (％) ― ― 210.8 ― ―

従業員数 
〔外、平均臨時雇用人員〕

(人)
1,489
〔496〕

1,098
〔287〕

921
〔166〕

772
〔68〕

703
〔40〕



２ 【沿革】 

  

 
(注) 当社(昭和38年１月24日設立)は、株式上場を目的として株式額面変更のため昭和48年４月１日に、東北満俺株

式会社(昭和15年８月１日設立)を合併会社とし、当社を被合併会社として合併を行いましたが、事実上の存続会

社は北海道コカ・コーラボトリング株式会社であります。 

  

年月 概要

昭和38年１月 清涼飲料水の製造販売を目的として、資本金１億円をもって北海道飲料株式会社を設立、本社を

東京都新宿区市谷加賀町に設置

    ３月 本社を札幌市中央区北１条西５丁目に移し、仕入商品の販売を開始

    10月 商号を北海道コカ・コーラボトリング株式会社と改称し、本社を札幌市清田８番地２に移転(現 

札幌市清田区清田一条一丁目２番１号)

    12月 本社工場を新設 －製品第１号誕生－

昭和44年１月 貨物自動車運送、運送取扱い、工場荷役及び倉庫業を目的とし、幸楽輸送株式会社(資本金２千

万円)を設立(現・連結子会社)

    ５月 河東郡音更町に帯広工場を新設

昭和48年４月 東北満俺株式会社と合併(株式額面変更のため)

    ６月 クリーニング及び清掃業を目的とし、エリオクリーニング株式会社(資本金１千万円)を設立

    ８月 株式を東京証券取引所市場第二部及び札幌証券取引所に上場

昭和54年11月 旭川市に旭川工場を新設

昭和57年２月 ミネラルウォーター等の製造・販売業を目的とし、富浦飲料株式会社(資本金２千万円)を設立

昭和60年１月 自動販売機の割賦販売債権の買取り、リース、ビデオレンタル及び書籍等の販売業を目的とし、

北海道サービス株式会社(資本金７千万円)を設立

昭和61年11月 自動販売機による飲食品等の販売及び給食事業、磁気カード類の製造・販売業を目的とし、北海

道キャンティーン株式会社(資本金８千万円)を設立

昭和64年１月 清涼飲料水等の製造・販売、貨物自動車運送、運送取扱い及び倉庫業を目的とし、北海道飲料株

式会社(資本金１億７千５百万円)を設立

平成５年１月 コンピューターに関するソフトウェアの開発及び販売並びに保守、システムの開発業を目的と

し、北海道システム開発株式会社(資本金３千万円)を設立

平成８年12月 旭川工場の閉鎖(生産機能を本社工場に集約)

平成12年10月 各種自動販売機・冷蔵冷凍機・空調機器の修理・保守等を目的とし、北海道マシンメンテナンス

株式会社(資本金５千万円)を設立(現・連結子会社)

平成13年５月 株式会社エフ・ヴィ・コーポレーションの北海道地区における自動販売機オペレーション業務を

引き継ぎ、同社が会社分割により設立した株式会社エフ・ヴィ北海道(資本金１千万円)の全株式

を取得

平成14年１月 北海道飲料株式会社を北海道ベンディング株式会社(現・連結子会社)に、富浦飲料株式会社を北

海道飲料株式会社(現・連結子会社)にそれぞれ社名を変更

平成14年４月 北海道システム開発株式会社及びエリオクリーニング株式会社が北海道サービス株式会社と合併

し、存続会社は北海道サービス株式会社(現・連結子会社)であります

平成16年５月 北海道ビバレッジサービス株式会社を設立(現・連結子会社)

平成16年６月 株式会社エフ・ヴィ北海道及び北海道キャンティーン株式会社を解散(平成16年11月清算結了)

し、２社の事業を北海道ビバレッジサービス株式会社に移管

平成16年12月 帯広工場の閉鎖(生産機能を札幌工場に集約)



３ 【事業の内容】 

 当社の企業集団は、当社、当社の親会社、連結子会社６社で構成されており、親会社の大日本印刷株

式会社は印刷事業を主な事業内容としているのに対し、当社グループは飲料・食品の製造販売事業を主

な事業内容とし、さらに当該事業に関連する運送・荷役及びその他のサービス等の事業活動を展開して

おります。 

 当社グループの事業に係わる各社の位置付け及び事業の系統図は下記のとおりであります。 

  

(1) 当社グループの事業に係わる各社の位置付け 

① 飲料・食品製造販売事業 
当社が製造販売するほか、北海道ビバレッジサービス株式会社が自動販売機による販売事業を、北
海道ベンディング株式会社が自動販売機のオペレーション事業をそれぞれ行っております。 
また、北海道飲料株式会社は、ミネラルウォーター等を製造し当社に供給しております。 

  
② その他の事業 

幸楽輸送株式会社が貨物自動車運送業を行うほか、北海道サービス株式会社がビデオレンタル・書
籍等の販売および保険代理業等の事業を、北海道マシンメンテナンス株式会社が冷蔵冷凍機・空調機
器の修理等の事業をそれぞれ営んでおります。 

  

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 連結子会社の「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有又は被所有割合」欄の( )内は間接所有割合を内数で記載しております。 

３ 上記連結子会社は、いずれも特定子会社に該当しておりません。 

４ 親会社の大日本印刷㈱は、有価証券報告書を提出しております。 

５ 上記連結子会社は、いずれも売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％

以下であるため主要な損益情報等の記載を省略しております。 

  

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有割合

(％)
関係内容

(親会社)

大日本印刷㈱     (注)４ 東京都新宿区 114,464

製版・印刷・
製本及び包装 
用品等の製造 
・販売

57.0
(3.8)

当社は広告用資材等を購入し
ております。
役員の兼任３名、被転籍７名

(連結子会社)

北海道サービス㈱ 北海道札幌市清田区 70 その他の事業 100.0

当社一般事務処理業務の受
託、ユニホームのクリーニン
グ等を行っています。なお、
当社より資金援助を受けてお
ります。当社所有の建物を賃
借しております。 
役員の兼任等・・・有

幸楽輸送㈱ 北海道札幌市清田区 20 その他の事業 100.0

当社商品の運送、工場内の荷
役作業及び保管を行っており
ます。当社所有の土地、建物
を賃借しております。 
役員の兼任等・・・有

北海道ベンディング㈱ 北海道札幌市清田区 10
飲料・食品製
造販売事業

100.0

当社の自動販売機のオペレー
ション業務を代行しておりま
す。なお、当社より資金援助
を受けております。当社所有
の建物を賃借しております。 
役員の兼任等・・・有

北海道飲料㈱ 北海道登別市 20
飲料・食品製
造販売事業

100.0

ミネラルウォーター等を製造
し当社に供給しております。
当社所有の建物を賃借してお
ります。 
役員の兼任等・・・有

北海道マシンメンテナンス㈱ 北海道札幌市清田区 50 その他の事業 100.0

当社自動販売機の修理・保守
を行っております。なお、当
社より資金援助を受けており
ます。当社所有の建物を賃借
しております。 
役員の兼任等・・・有

北海道ビバレッジサービス㈱ 北海道札幌市白石区 10
飲料・食品製
造販売事業

100.0

当社より商品を購入し自動販
売機による販売をしておりま
す。なお、当社より資金援助
を受けております。当社所有
の建物を賃借しております。 
役員の兼任等・・・有



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成17年12月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員数には、嘱託社員５人、長期臨時社員31人及び契約社員179人を含んでおります。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

(平成17年12月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員数には、嘱託社員１人、長期臨時社員７人を含んでおります。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

 当社グループでは、提出会社及び連結子会社の一部で労働組合が組織されており、その大多数は北海

道コカ・コーラグループ労働組合連合会（組合員数1,057人）に加入して会社と相互理解を深め、正常且

つ円滑な労使関係を維持しております。 

 なお、上記とは別に北海道コカ・コーラボトリング労働組合と北海道地区コカ・コーラ労働組合があ

ります。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

飲料・食品製造販売事業 1,036[268]

その他の事業 290[156]

合計 1,326[424]

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

703[40] 42.8 22.8 6,405,017



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰とそれにともなう素材価格の上昇などの影響

がありましたが、企業収益の改善や設備投資の増加に支えられ、景気は緩やかな回復が続きました。 

清涼飲料業界では、新製品を中心とした販売競争の激化や、コンビニエンスストアにも低価格販売が

波及したことにより、収益面で大きな影響を受けました。とりわけ北海道では個人消費や雇用情勢に回

復の兆しが見られず、既存大型小売店の販売額が40数ヵ月連続前年割れとなるなど、依然として厳しい

市場環境が続きました。 

このような状況のなかで、当社グループは中期経営計画「Rebirth 2006」に基づき、営業基盤の強

化、企業体質の強化、グループ連結経営の合理化にグループ一丸となって取り組みました。 

営業面では、2005年３月に伸長著しい緑茶飲料市場に「一（はじめ）」を、動いて燃やすカロリーオ

フのダイエットサポート飲料「アクエリアス アクティブダイエット」を５月に投入し、シェアの拡大

を目指しました。最盛期の夏のシーズンには、新キャラクター「KUMA（クーマ）」を採用し、親近感、

共感を追求したサマープロモーションを実施しました。９月には「ジョージア リステージ」と銘打っ

たジョージアブランドのリニューアルとともに、新グラフィックの導入、「歌ジャケ」プレゼントなど

の広告キャンペーンを行ない、幅広い顧客層にブランド価値を訴求しました。当期の主な新商品とし

て、上記のほか炭酸飲料に「アンバサ サワーホワイト」、「コカ・コーラ レモン」、果汁飲料に

「クー アップルどーぞ」、「クー オレンジどーぞ」、健康志向飲料に「大豆ノススメ」、コーヒー

飲料に「ジョージア エスプレッソカフェ」、「ジョージア グランデ」、ティー飲料に「七色亜茶」

などを発売いたしました。 

当社グループの企業体質の強化策として、全国規模で調達・製造・物流の一元化をはかるコカ・コー

ラナショナルビバレッジ株式会社が2005年１月より本格稼動し、自社製造から受託加工に変更いたしま

した。また、３月に札幌工場をリニューアルし、製造ラインの集約化による生産性の向上と環境負荷の

低減を実現するとともに、６月にはグループ各社を含めた札幌圏内の拠点再編により、コスト削減や品

質向上をはかり、グループ連結経営の効率化につとめました。さらに、地域に信頼される企業を目指し

て、「人と人をうるおす Coca-Cola」をスローガンにする企業ブランディング活動を８月にスタートさ

せるとともに、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を経営の重要課題のひとつとして掲げ、法令や企業倫理の

遵守、環境保全活動、社会貢献活動などの取り組みを推進するための組織を新たに設けました。 

地域との結びつきを深める活動として、屋外の自動販売機への住所表示ステッカーの貼付や観光地図

等の掲出を実施したほか、環境に配慮したノンフロン自動販売機の設置を推進しました。また、オフィ

シャルスポンサーとして北海道のJリーグチーム「コンサドーレ札幌」や北海道を代表する祭り

「YOSAKOIソーラン祭り」を地域の皆様とともに応援しています。 

環境保全活動については、コカ・コーラグループ独自の環境マネジメントシステムである「eKOシス

テム」を推進し、廃棄物の削減と再資源化、省エネルギー・省資源による環境負荷の低減、グリーン購

入の促進、地域社会の環境美化活動などにつとめました。 

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高は764億５千１百万円（前年同期比0.4％減）、営業利

益は２億５千３百万円（前年同期比81.8％減）、経常利益は１億５千６百万円（前年同期比88.0％

減）、当期純利益は１億１千１百万円（前年同期は13億４千６百万円の当期純損失）となりました。 

  



 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、売上高は外部顧客に対する金額で

あります。 

≪飲料・食品製造販売事業≫ 

飲料・食品製造販売事業におきましては、ブランドごとに各種キャンペーン・プロモーションを展開

するとともに、緑茶飲料・機能性飲料の新商品のマーケティングに注力し、清涼飲料市場におけるシェ

ア拡大につとめました。 

しかしながら、競争の激化による販売促進費の増加や個人消費の低迷による販売数量の伸び悩みによ

り、売上高は716億８百万円（前年同期比1.8％減）、営業利益は１億４百万円（前年同期比90.8％減）

となりました。  

  

≪その他の事業≫ 

その他の事業は、貨物自動車運送業、保険代理業、書籍等の販売および冷蔵冷凍機・空調機器の修理

等の事業で構成されておりおります。 

 その他の事業におきましては、売上高は48億４千３百万円（前年同期比24.5％増）、営業利益は７千

６百万円（前年同期比58.1％減）となりました。  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度

に比べ６億７千３百万円増加し、当連結会計年度末には52億７百万円となりました。 

 当連結会計年度における活動ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。  

  

≪営業活動によるキャッシュ・フロー≫ 

営業活動によって得られた資金は、税金等調整前当期純利益が６千２百万円、減価償却費が38億５千

８百万円及びたな卸資産の減少27億６千１百万円などにより52億１千８百万円(前年同期比41億７千８百

万円増)となりました。 

  

≪投資活動によるキャッシュ・フロー≫ 

投資活動に使用された資金は、販売機器等の有形固定資産の取得による支出42億２千万円(前年同期比

18億４百万円増)などにより、38億８千３百万円(前年同期比12億９千１百万円増)となりました。 

  

≪財務活動によるキャッシュ・フロー≫ 

財務活動に使用された資金は、配当金の支払６億５千６百万円などにより６億６千１百万円(前年同期

比５百万円減)となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

平成17年１月よりコカ・コーラナショナルビバレッジ株式会社が本格稼動し、従来の自社製造から受

託加工生産方式へ変更しております。このため、当連結会計年度における生産実績は主として受託加工

原価によっており、その金額は僅少であるため記載を省略しております。 

  

(2) 商品仕入実績 

当連結会計年度における商品仕入実績を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりであります。
   

(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 平成17年１月よりコカ・コーラシステムの全商品を全国規模で供給するコカ・コーラナショナルビバレッジ

株式会社が本格稼動したことにより、提出会社の生産形態は、自社製造から受託生産方式へ変更しておりま

す。これに伴い、前連結会計年度までの生産実績に変えて商品仕入実績を記載しております。(前連結会計年度

の生産実績は25,270百万円、商品仕入実績は20,812百万円) 

  

(3) 受注状況 

当社グループは受注を主体とした生産を行っていないため、受注状況の記載を省略しております。 

  

(4) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりであります。 

  
 

(注) １ 相手先販売実績において、総販売実績に対する当該割合が10％を超える相手先はありません。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  
  
  

３ 【対処すべき課題】 

 今後の当社グループを取り巻く経営環境は、雇用情勢や原油価格の動向及び公共事業予算の減額など

の不安材料もあり、北海道内の景気が本格的な回復に至るには時間を要するものと思われます。 

 清涼飲料業界においては、企業間の販売競争が熾烈さを増すなか、需要の伸び悩みにより、引き続き

厳しい経営環境が予想されます。  

 本年は、中期経営計画「Rebirth 2006」の締めくくりの年でありますので、経営環境の変化に合わせ

て、これまで以上に地域との密着性を強め、成果を挙げるよう計画を実行しています。また、「地域か

ら信頼され、認められる企業」を目指し、「変化への挑戦～北の大地とともに～」をスローガンとする

新中期経営計画をスタートさせ、サービスマネジメントや企業ブランディング活動を推進し、選択と集

中による投資効率の改善をはかり、業績と企業価値の向上につとめていきます。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

飲料・食品製造販売事業 42,828 ―

その他の事業 ― ―

合計 42,828 ―

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

飲料・食品製造販売事業 71,608 △1.8

その他の事業 4,843 24.5

合計 76,451 △0.4



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの業績等は、今後起こりうるさまざまな要因により大きな影響を受ける可能性があり、

当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、その影響を最小限にとどめるよう対応に

努めていく方針です。 

有価証券報告書提出日（平成18年３月31日）現在で、当社グループがリスクと判断した主な事項は、

次のとおりであります。 

  

(1) ザ コカ・コーラカンパニー、日本コカ・コーラ株式会社およびコカ・コーラナショナルビバレ 

ッジ株式会社との契約について 

当社は、ザ コカ・コーラカンパニー、日本コカ・コーラ株式会社およびコカ・コーラナショナルビ

バレッジ株式会社との間の製造許諾契約ならびにザ コカ・コーラカンパニーおよび日本コカ・コーラ

株式会社との間のディストリビューション許諾契約に基づき、事業活動を行っております。 

 当該契約の内容につきましては、「第２事業の状況、５経営上の重要な契約等」をご参照下さい。 

  

(2) コカ・コーラナショナルビバレッジ株式会社との連携について 

当社は、全国規模で調達、製造および物流業務の一元化をはかるサプライチェーンマネジメントを構

築し、長期的な競争力強化のために設立されたコカ・コーラナショナルビバレッジ株式会社に資本参加

し、他のコカ・コーラボトラーとその協働事業に取り組んでおりますが、今後の同社のコスト削減計画

等の進捗如何によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が生じます。 

  

(3) 清涼飲料業界について 

①市場競争 

 当社が事業を展開する清涼飲料市場および地域市場において競争が激化した場合、さらなる販売促進

費の増加が予想されます。当社は独自のサービスによる競争力の向上を図っておりますが、競合他社の

動向によって当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。  

②天候要因 

 当社が事業を展開する清涼飲料の売上は、その商品の特性上、天候等の影響を受けやすい傾向にあり

ます。特に最需要期の冷夏や冬季の大雪等も当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

(4) 経済状況による影響について 

①道内景気と消費動向 

 当社グループは、北海道の市場を中心として事業活動を展開しており、北海道内の景気変動により個

人消費などが低迷した場合には、売上高の減少などにより業績等に影響が生じる可能性があります。  

②退職給付債務 

 当社グループの従業員退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金

資産の期待運用収益率に基づいて算出されております。当社グループは、新たな企業年金制度の設立等

により退職給付債務を減額してまいりましたが、今後、数理計算上で設定される前提条件や運用成績が

大幅に悪化した場合は、業績等に影響を及ぼす可能性があります。  

  

(5) 法的規制等について 

法令の遵守を基本として事業を進めておりますが、食品衛生や製造物責任、環境・リサイクル関連、

税制などにおいてさまざまな規制を受けております。今後さらにその規制が強化されることも考えられ

ます。そのような場合、事業活動に対する制約やコストの増加も予想され、当社グループの事業活動に

影響を及ぼす可能性があります。 



(6) 情報システムとセキュリティについて 

インターネットをはじめとするコンピュータネットワークや情報システムの果たす役割が高まり、情

報システムの構築やセキュリティ対策の確立は、事業活動を継続する上で、いまや不可欠となってきて

おります。これに対して、近年ソフト・ハードの不具合やコンピュータウィルス等による情報システム

の停止、顧客情報や個人情報の漏洩など様々なリスクの発生の可能性が高まってきております。当社グ

ループでは、セキュリティの高度化や社員教育を通じてシステムとデータの保守・管理には万全を尽く

しておりますが、万一これらの事故が発生した場合には、事業活動に影響を及ぼす可能性があります。

  

(7) 災害の発生について 

製造設備等の主要施設に関しては、防火、耐震対策などを実施するとともに、災害等によって生産活

動の停止、あるいは商品供給に混乱をきたすことのないよう努めております。しかし、大地震などの大

規模な天災等により、生産活動の停止や社会インフラの大規模な損壊など予想を超える事故が発生した

場合は、業績等に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

  

(8) 環境関連について 

コカ・コーラグループ独自の環境マネジメントシステムである「eKOシステム」を有効に活用し、環

境保全活動に積極的に取組むと同時に環境関連法令を遵守し、環境汚染の防止に努めておりますが、環

境汚染等により当社グループの信用が低下した場合は、業績等に大きく影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  
  
  

５ 【経営上の重要な契約等】 

 ＜提出会社＞ 

平成17年１月１日から、コカ・コーラナショナルビバレッジ株式会社が全商品を全コカ・コーラボト

ラー社に供給する役割を担うことに伴い、契約が以下のとおり変更になっております。 

  

(1) 製造許諾契約 

 本契約は、当社とザ コカ・コーラカンパニー、日本コカ・コーラ株式会社およびコカ・コーラナシ

ョナルビバレッジ株式会社との間にコカ・コーラ、ファンタ、ジョージア、爽健美茶等の製造および商

標使用等に関する製造許諾契約を締結しております。 

  

(2) ディストリビューション許諾契約 

 本契約は、当社とザ コカ・コーラカンパニーおよび日本コカ・コーラ株式会社との間に、北海道を

販売地域とするコカ・コーラ、ファンタ、ジョージア、爽健美茶等の販売に関するディストリビューシ

ョン許諾契約を締結しております。 

  
  
  

６ 【研究開発活動】 

 特に記載すべき事項はありません。 

  
  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計基準に基

づき作成されております。この連結財務諸表の作成にあたり、見積りが必要な事項につきましては、合

理的な基準に基づき会計上の見積りを行っております。 

 その他重要な会計方針は「第５経理の状況、１連結財務諸表等、(1)連結財務諸表の「連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項」」に記載しております。 

  

(2) 当連結会計年度の財政状態の分析 

当連結会計年度末(以下「当期末」という)の総資産は426億５千１百万円となり、前連結会計年度(以

下「前期末」という)に比べ20億５千３百万円の減少となりました。その内訳は、流動資産は141億８千

７百万円と前期末に比べ23億８千７百万円の減少、固定資産は284億６千４百万円と前期末に比べ３億

３千４百万円の増加となりました。流動資産を減少させた主な要因は、平成17年１月からコカ・コーラ

システムの全商品を供給するコカ・コーラナショナルビバレッジ株式会社が本格稼動したことに伴い、

たな卸資産が減少したことによるものであります。また、固定資産を増加させた主な要因は、投資有価

証券の売却などがあったものの、長期前払費用及び繰延税金資産が増加したことによるものでありま

す。 

一方、当期末の負債の合計は60億３千７百万円と前期末に比べ12億８千７百万円減少しました。その

内訳は、流動負債はコカ・コーラナショナルビバレッジ株式会社の稼動に伴い、提出会社の原材料等の

買掛金が減少したことにより47億３千５百万円と前期末に比べ18億３千５百万円減少、固定負債は退職

給付引当金の増加などにより13億２百万円と前期末に比べ５億４千７百万円増加しました。 

次に、当期末の資本は、利益剰余金が５億８千１百万円の減少、その他有価証券評価差額金が１億８

千万円減少したため、366億１千３百万円と前期末に比べ７億６千５百万円減少しました。 

  

(3) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度の経営成績は、販売数量の伸び悩みや競合他社との競争激化による販売促進費の増加

などにより、売上高は764億５千１百万円（前年同期比0.4％減）、営業利益は２億５千３百万円（前年

同期比81.8％減）、経常利益は１億５千６百万円（前年同期比88.0％減）となりました。なお、保有土

地や投資有価証券の売却など12億２千２百万円を特別利益に計上しましたが、退職給付会計基準変更時

差異の償却額９億４千８百万円(当期で償却終了)など特別損失として合計13億１千５百万円を計上した

結果、税金等調整前当期純利益は６千２百万円、法人税等調整額などを控除した当期純利益は１億１千

１百万円（前年同期は13億４千６百万円の当期純損失）となりました。 

  

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２事業の状

況、４事業等のリスク」をご参照下さい。 

  

(5) 資本の財源及び資金の流動性の分析 

当社グループの資金状況は、投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出

等の増加により支出が増加したものの、営業活動によるキャッシュ・フローが、前連結会計年度に比べ

41億７千８百万円増加したこと等により、現金及び現金同等物は52億７百万円と前連結会計年度に比べ

６億７千３百万円増加しており、安定した状態にあります。 

 また、当社グループは、商品仕入等の運転資金のほか、自動販売機を中心とした販売機器等の設備投

資資金等の需要がありますが、全額自己資金で賄っており、当連結会計年度末における借入金残高はあ

りません。  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは、「飲料・食品製造販売事業」を中心に全体で41億４千５百万円の設備投資を行いまし

た。 

 その主な内容は次のとおりであります。 

「飲料・食品製造販売事業」の販売面において、競争激化に対処し自動販売機の積極的な増設・更新を

行うとともに、商流・物流の一層の効率化を図るため営業所の拠点再編成を行いました。また、生産面で

は、前年に引続き、製造ラインの集約化のため札幌工場のリニューアルを行い、総額で39億４千９百万円

の設備投資を実施しました。 

「その他の事業」においては、幸楽輸送㈱の車両及び運搬具の更新、北海道サービス㈱の情報関連機器

などリース資産などを中心に総額１億９千５百万円の設備投資を実施しました。 

なお、当連結会計年度において、次の主要な設備を売却しております。 

  

 
  

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

(平成17年12月31日現在) 

 
  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業所の種類別
セグメントの名称

設備の内容 売却の時期
帳簿価額
(百万円)

提出会社

旧札幌南営業所 
（札幌市豊平区）

飲料・食品製造販売 旧営業所・土地 平成17年10月 77

帯広事業所 
（河東郡音更町）

飲料・食品製造販売 営業所・土地 平成17年11月 51

事業所名 
[所在地]

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
人建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

札幌工場 
[札幌市清田区]

飲料・食品 
製造販売

製造設備 2,279 3,906
863
( 91)

68 7,117
95
( 4)

道央支店 
(含 11事業所) 
[札幌市白石区他]

飲料・食品 
製造販売

販売設備 1,040 13
1,303
( 63)

1,388 3,746
134
( 21)

道南支店 
(含 ６事業所) 
[北海道函館市他]

飲料・食品 
製造販売

販売設備 657 150
813
( 44)

659 2,280
82
( 0)

道北支店 
(含 ８事業所) 
[北海道旭川市他]

飲料・食品 
製造販売

販売設備 640 4
368
(111)

619 1,633
79
( 1)

道東支店 
(含 ６事業所) 
[北海道音更町他]

飲料・食品 
製造販売

販売設備 486 4
566
( 72)

462 1,519
68
( 1)

本  社、 
その他厚生施設等

飲料・食品 
製造販売

その他 3,034 577
2,616
( 86)

1,610 7,839
245
( 13)

合計 8,139 4,656
6,532
(468)

4,808 24,137
703
( 40)



(2) 国内子会社 

(平成17年12月31日現在) 

 
(注) １ 帳簿価額の金額は、有形固定資産及び無形固定資産の帳簿価額であります。なお、金額には消費税等は含ま

れておりません。 

   ２ 帳簿価額「その他」は、販売機器、工具・器具及び備品、無形固定資産の合計で表示しております。 

３ 上記中[ ]は、連結会社から賃借中のものを外数で表示しております。 

４ 従業員数の( )内は、嘱託、臨時従業員数を外数で表示しております。 

５ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

  

① 提出会社 

  

 
  

② 国内子会社 

  

 
  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
人建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

幸楽 
輸送㈱

本社・営業所 
(札幌市清田区)

その他
その他の
設  備

289

[2]

150

[―]

191
(7)
[32]

6

[―]

637

[35]

92
(17)

北海道 
サービス 
㈱

本  社 
(札幌市清田区)

その他
その他の
設  備

―

[70]

5

[―]

―
(―)
[―]

202

[7]

208

[78]

111
(88)

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の内容 台数 リース期間 年間リース料
リース契約
残高

本社・営業所 
(札幌市清田区他)

飲料・食品 
製造販売

車両及び
運搬具

539台 １～６年 51百万円 174百万円

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメント 
の名称

設備の内容 台数
リース
期間

年間 
リース料

リース契約
残高

北海道 
ベンディング
㈱

本社・営業所 
(札幌市清田区)

飲料・食品
製造販売

車両及び
運搬具

293台 １～６年 53百万円 203百万円

北海道 
ビバレッジサ
ービス㈱

本社・営業所 
(札幌市白石区)

飲料・食品
製造販売

車両及び
運搬具

92台 １～６年 22百万円 140百万円

北海道 
マシンメン 
テナンス㈱

本社・営業所 
(札幌市清田区)

その他
車両及び
運搬具

51台 １～５年 4百万円 16百万円



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) 完成後の増加能力については、設備の更新が主目的であり、量的な表示が困難のため記載しておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却、売却を除き重要な設備の除却、売却の計画はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の
内容

投資予定額
資金調達
方法

着手 
年月

完了予 
定年月

完成
後の
増加
能力

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

提出会社

本  社   
（札幌市清田区）

飲料・食品 
製造販売

販売機器の
更新

2,585 － 自己資金
平  成
18年１月

平  成
18年12月

(注)

本  社   
（札幌市清田区）

飲料・食品 
製造販売

プログラム
開発

361 － 自己資金
平  成
18年１月

平  成
18年12月

〃

札幌工場   
（札幌市清田区）

飲料・食品 
製造販売

大型PET兼用化
設備導入

1,750 － 自己資金
平  成
18年10月

平  成
18年11月

〃

小樽事業所  
（小樽市）

飲料・食品 
製造販売

新物流センタ
ー構築

400 － 自己資金
平  成
18年５月

平  成
18年６月

〃

幸楽輸送
㈱

本社・営業所 
（札幌市清田区）

そ の 他 車両の更新 64 － 自己資金
平  成 
18年３月

平  成 
18年９月

〃



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
（注） 利益による株式消却の減少であります。 

  

(4) 【所有者別状況】 

(平成17年12月31日現在) 

 
（注） １ 自己株式1,475,060株は「個人その他」に1,475単元、「単元未満株式の状況」に60株含まれておりま

す。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 118,514,000

計 118,514,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 38,034,493 同左
東京証券取引所
(市場第二部) 
札幌証券取引所

―

計 38,034,493 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成13年５月25日 (注）△1,486 38,034 ― 2,935 ― 4,924

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

1 21 9 142 25 1 3,583 3,782 ―

所有株式数 
(単元)

3 2,182 43 25,901 2,236 1 7,562 37,928 106,493

所有株式数 
の割合(％)

0.01 5.75 0.11 68.29 5.90 0.00 19.94 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

(平成17年12月31日現在) 

 
（注） １ 自己株式1,475千株(3.87％)については、議決権がないため上記大株主の状況に含めておりません。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町１丁目１─１ 19,398 51.00

株式会社栗林商会 北海道室蘭市入江町１番地19 3,028 7.96

伊藤組土建株式会社 北海道札幌市中央区北四条西４丁目１ 780 2.05

ビービエイチメリルリンチグ 
ローバルアロケーションファンド 
（常任代理人） 
株式会社三井住友銀行

40 WATER STREET,BOSTON,MA 02109,USA

(東京都千代田区丸の内１丁目３─２)
717 1.88

バンクオブバーミューダ 
リミテッドハミルトン 
（常任代理人） 
香港上海銀行東京支店

6 FRONT STREET,P.O.BOX 
HM 1020,HAMILTON HM DX,BERMUDA

(東京都中央区日本橋３丁目11─１)
608 1.59

北島義俊 東京都新宿区中落合４丁目６─18 460 1.20

シービーエヌワイディエフエイ 
インターナショナルキャップ 
バリューポートフォリオ 
（常任代理人） 
シティバンク、 
エヌ・エイ東京支店

1299 OCEAN AVENUE,11F,
SANTA MONICA,CA 90401 USA

(東京都品川区東品川２丁目３─１４)
398 1.04

株式会社北洋銀行 北海道札幌市中央区大通西３丁目11 278 0.73

株式会社みずほコーポレート銀行 
（常任代理人） 
資産管理サービス 
信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目３─３

(東京都中央区晴海１丁目８─12
晴海アイランドトリトンスクエアＺ棟)

277 0.72

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２―１ 277 0.72

計 ― 26,223 68.95



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成17年12月31日現在) 

 
(注) １ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式60株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

(平成17年12月31日現在) 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 1,475,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 36,453,000 36,453 ―

単元未満株式 普通株式  106,493 ― ―

発行済株式総数 38,034,493 ― ―

総株主の議決権 ― 36,453 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
北海道コカ・コーラ
ボトリング㈱

札幌市清田区清田一条 
一丁目２番１号

1,475,000 ― 1,475,000 3.9

計 ― 1,475,000 ― 1,475,000 3.9



３ 【配当政策】 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策と位置づけています。利益の配分については、株

主の皆様へ安定配当を行うことを基本とし、業績と配当性向を勘案して実行していきます。また、将来

の事業展開に備えて、内部留保による財務体質の充実につとめ、経営基盤の強化をはかります。 

 内部留保金については、財務体質の強化とあわせ、今後の設備投資等への必要資金および経済情勢の

変化に対応した機動的な自己株式の取得にかかわる資金に充当いたします。  

 この方針に基づき、当期の期末配当金については、１株につき９円（普通配当７円50銭、特別配当１

円50銭）と決議されました。  

 中間配当金として、１株につき９円（普通配当７円50銭、特別配当１円50銭）をお支払いしています

ので、当期の年間配当金は、１株につき18円（普通配当15円、特別配当３円）となりました。  

  

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年８月26日 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

最高(円) 900 778 645 717 799

最低(円) 711 485 480 560 634

月別 平成17年７月 平成17年８月 平成17年９月 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月

最高(円) 776 755 758 770 777 788

最低(円) 750 718 729 750 749 754



５ 【役員の状況】 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役社長 
（代表取締役）

北 島 義 俊 昭和８年８月25日生

昭和33年４月 株式会社富士銀行入行

460

昭和38年５月 大日本印刷株式会社入社

昭和45年７月 同社常務取締役

昭和46年２月 当社取締役

昭和54年12月 大日本印刷株式会社 

代表取締役社長(現任)

昭和55年５月 当社代表取締役社長(現任)

専務取締役 
（代表取締役）

角 野 中 原 昭和17年２月22日生

昭和40年４月 大日本印刷株式会社入社

10

平成８年５月 同社関連事業部長

平成９年３月 当社監査役

平成11年６月 大日本印刷株式会社 

取締役関西商印事業部長

平成12年３月 当社監査役退任

平成16年３月 大日本印刷株式会社 

取締役関西商印事業部担当

同  年３月 当社入社、顧問

同  年３月 代表取締役専務(現任)

常務取締役 
（代表取締役）

販売促進本部
長、リテール
事業部・チェ
ーンストア事
業部担当

松 本   肇 昭和20年１月27日生

昭和42年４月 大日本印刷株式会社入社

6

平成８年５月 同社包装総合開発センター長

平成12年２月 当社入社、顧問

同  年３月 常務取締役営業本部長

平成13年１月 常務取締役営業統括本部長

平成16年３月 代表取締役常務、営業統括本部長

平成17年10月 代表取締役常務、販売促進本部長、

リテール事業部・チェーンストア事

業部担当（現任）

常務取締役

経営企画室、
CSR 推 進 部、
人事部、管理
部、IT推進室
担当

林   繁 男 昭和21年１月15日生

昭和43年４月 当社入社

1

平成12年１月 本社工場長

同  年３月 取締役本社工場長

平成13年４月 取締役製造統括部長、本社工場長、 

設備計画推進本部副本部長

平成15年５月 取締役製造統括部長、本社工場長

平成16年10月 取締役製造統括本部長

平成17年４月 取締役、製造統括本部・経営企画室

担当

平成18年３月 常務取締役、経営企画室・CSR推進

部・人事部・管理部・IT推進室担当

(現任)

取締役 栗 林 徳 光 大正11年２月１日生

昭和21年５月 三井船舶株式会社入社

199

昭和22年６月 株式会社栗林商会代表取締役社長

昭和38年１月 当社取締役(現任)

平成２年６月 株式会社栗林商会代表取締役会長

平成14年２月 同社代表取締役相談役(現任)

取締役 伊 藤 義 郎 大正15年12月14日生

昭和31年３月 伊藤組土建株式会社代表取締役社長

92
昭和38年１月 当社取締役(現任)

平成14年６月 伊藤組土建株式会社代表取締役会長

（現任）

取締役
リテール事業
部長

松 原 三 男 昭和21年11月14日生

昭和44年４月 当社入社

1

平成８年４月 道南支社道南第一営業部長

平成14年３月 営業統括本部道南支社長

平成16年４月 営業統括本部副本部長

平成17年３月 取締役営業統括本部副本部長

平成17年６月 取締役リテール事業部長(現任)

取締役
チェーンスト
ア事業部長

横 山 英 三 昭和23年３月13日生

昭和42年４月 当社入社

2

平成８年４月 道北支社道北第一営業部長

平成14年４月 営業統括本部副本部長

平成16年３月 営業統括本部チェーンストア事業部長

平成17年３月 取締役営業統括本部チェーンストア 

事業部長

平成17年６月 取締役チェーンストア事業部長(現任)



   
(注) １ 監査役 黒田雄次郎、戸塚嚴男、栂野行男は株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１

項に定める「社外監査役」であります。 

２ 専務取締役 角野中原の氏名に関しては、「開示用電子情報処理組織等による流通開示手続ガイドライン」

（金融庁総務企画局）の規定により使用可能とされている文字以外を含んでいるため、電子開示システム（Ｅ

ＤⅠＮＥＴ)上使用できる文字で代用しております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役
製造統括本部
長

佐々木 康 行 昭和29年２月２日生

昭和52年４月 大日本印刷株式会社入社

1

平成12年12月 同社包装総合開発センター 

システム開発本部開発第１部長

平成14年３月 当社入社

平成14年４月 技術部長

平成17年４月 製造統括本部長

平成18年３月 取締役製造統括本部長(現任)

取締役 経理部長 青 木 利 壽 昭和24年１月３日生

昭和47年９月 大日本印刷株式会社入社

3

平成10年６月 大日本印刷アカウンティングシステ

ム株式会社管理部長

平成17年６月 株式会社ＤＮＰアカウンティングサー

ビス管理第３部長

平成18年３月 当社入社、顧問

同  年３月 取締役経理部長(現任)

取締役 総務部長 森 川 浩 志 昭和33年４月22日生

昭和56年４月 大日本印刷株式会社入社

1

平成８年12月 同社関西商印事業部総務部長

平成17年４月 大日本商事株式会社総務部長

平成18年３月 当社入社、顧問

同  年３月 取締役総務部長、広報部担当(現任)

常勤監査役 牛 尾 正 勝 昭和18年10月31日生

昭和41年４月 大日本印刷株式会社入社

3

平成５年６月 同社包装事業部プラスチック成型 

営業本部営業第１部長

平成７年３月 当社入社、道央支社付部長

平成10年４月 道央支社副支社長

平成12年３月 取締役道北支社長

平成13年１月 取締役営業統括本部道央支社長

平成16年10月 取締役管理部長

平成17年４月 取締役、管理部・広報部・IT推進室

担当

平成18年３月 常勤監査役(現任)

監査役 天 辰 定 文 昭和11年１月29日生

昭和37年３月 大日本印刷株式会社入社

2

昭和63年12月 同社経理本部副本部長、 

経理第１部長

平成元年12月 当社入社、経理部長

平成２年３月 取締役経理部長

平成13年３月 常勤監査役

平成18年３月 監査役(現任)

監査役 黒 田 雄次郎 昭和23年２月22日生

昭和45年３月 大日本印刷株式会社入社

―

平成７年12月 同社管理部長

平成13年６月 同社取締役

平成15年３月 当社監査役(現任)

平成17年６月 大日本印刷株式会社常務取締役、 

管理部・関連事業部・情報システム

本部・情報化推進部担当(現任)

監査役 戸 塚 嚴 男 昭和19年12月５日生

昭和43年４月 大日本印刷株式会社入社

―

平成12年５月 同社技術本部長

平成13年10月 同社技術センター長

平成14年６月 同社取締役

平成15年３月 当社監査役(現任)

平成17年６月 大日本印刷株式会社常務取締役 

技術本部長、技術開発センター長、

環境安全部・ナノサイエンス研究セ

ンター担当(現任)

監査役 栂 野 行 男 昭和20年８月16日生

昭和43年５月 大日本印刷株式会社入社

―

平成13年６月 同社取締役北海道事業部長

平成17年６月 同社取締役退任

平成17年６月 株式会社ＤＮＰ北海道 

代表取締役社長(現任)

平成18年３月 当社監査役(現任)

計 783
 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  
コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、企業倫理とコンプライアンスの重要性を認識し、企業の社会的責任(ＣＳＲ)を果たすことを

経営上の最も重要な課題の一つとして位置づけており、このことが、企業価値の向上に不可欠であると

認識しております。 

 その実現のために、株主の皆様や取引先をはじめ、生活者、社員等さまざまなステークホルダーとの

良好な関係を築くとともに、的確な経営の意思決定、それに基づく業務執行、並びに適正な監督・監視

を可能とする経営体制を構築し、総合的にコーポレート・ガバナンスの充実が図れるよう努めておりま

す。 
  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 取締役会は、11名で構成されており、会社の重要な業務執行の決定を行うとともに、各取締役の職務

の執行を監督しております。また、常勤役員および本部長等で構成する経営会議を毎週１回開催し、各

種施策を協議・決定するなど業務執行の迅速化につとめています。 

 グループの経営執行については、関連会社連絡会議を月１回開催し、グループ各社の業務執行状況の

把握及び経営指導を行うとともに経営課題の共有化につとめています。 

 また、当社は監査役制度を採用しており、監査役は取締役の職務執行を監視する役割を担っておりま

す。監査役会は、社外監査役３名を含む４名で構成されており、監査役は、取締役会に毎回出席してい

ます。 
  

 当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は以下のとおりです。 

 

  



② 内部監査及び監査役監査の状況 

 当社は、監査室(４名)による内部監査体制と、監査役および会計監査人による監査体制をとっており

ます。 

 監査室は、業務執行部門から独立した客観的な視点で、当社グループの業務監査を行い、問題点の指

摘、改善策の提案などを実施しております。 

 監査役は、監査室と定期的な情報交換を行うとともに、会計監査人からは期初に監査計画の説明を受

け、期中に適宜監査状況を聴取し、期末に監査結果の報告を受けるなど、緊密な連携を図っておりま

す。  
  
③ 会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び上場会社に係る継続監査年

数、監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりです。 

  ・業務を執行した公認会計士の氏名（継続監査年数） 

    代表社員 業務執行社員 ： 笹山 淳(４年)、堀江 清久(１年) 

         業務執行社員 ： 来田 弘一郎(１年) 

  ・所属する監査法人 

    明治監査法人 

  ・会計監査業務に係る補助者数 

    公認会計士他  ９名 
  
④ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社の社外取締役２名のうち、栗林徳光は株式会社栗林商会の代表取締役であり、当社の株式を199千

株所有しております。当社は同社と保険契約をしているほか、商品の一部を販売しております。また、

伊藤義郎は伊藤組土建株式会社の代表取締役であり、当社の株式を92千株所有しております。当社は同

社から建築工事等の取引きがあるほか、商品の一部を販売しております。 

 社外監査役３名のうち、黒田雄次郎、戸塚嚴男の２名は、親会社である大日本印刷株式会社の取締役

であります。また、栂野行男は大日本印刷株式会社の子会社である株式会社ＤＮＰ北海道の代表取締役

社長であります。当社は大日本印刷株式会社及び株式会社ＤＮＰ北海道より広告用資材等を購入してお

りますが、条件等につきましては他の一般取引先と同様であります。 

 上記以外に当社と社外取締役および社外監査役に、特別な利害関係はありません。  
  

(2) リスク管理体制の整備の状況 

 当社は、発生が予想される各種リスクに対して、それぞれ中央環境対策委員会、品質監査委員会等の

推進委員会を設け、それらの委員会などを中心としてリスクに対する予防対策と発生時対策に取り組ん

でいます。 
  



(3) 役員報酬の内容 

 当社の取締役及び監査役に対する報酬内容は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 上記のほか、使用人兼務取締役の使用人給与及び使用人賞与として82百万円を支給しております。 

２ 取締役欄の( )内は、社外取締役の人員、支給額を内数で記載しております。 

３ 期末現在の人員は、取締役11名、監査役４名であります。上記支給人員には、当期中に退任した取締役１名

を含んでおります。 

  

(4) 監査報酬の内容 

 当社の会計監査人である明治監査法人に対する報酬内容は、次のとおりであります。 

区  分
取 締 役 監 査 役 合  計

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額

名 百万円 名 百万円 名 百万円
株主総会決議に 
基づく報酬

12
(2)

56
(2)

4
(3)

17
(0)

16
(5)

73
(2)

利益処分による 
役員賞与

10
(2)

34
(2)

―
(―)

―
(―)

10
(2)

34
(2)

株主総会決議に基づく 
退職慰労金

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬
百万円

18

上記以外の報酬 ―

合   計 18



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という)に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という)に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)

附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  
  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年１月１日から平成16年12月

31日まで)及び当連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)の連結財務諸表並びに前事

業年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)及び当事業年度(平成17年１月１日から平成17年12

月31日まで)の財務諸表について、明治監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,574 5,227

 ２ 受取手形及び売掛金 ※１ 5,113 5,277

 ３ 有価証券 11 ―

 ４ たな卸資産 5,046 2,285

 ５ 繰延税金資産 59 28

 ６ その他の流動資産 1,793 1,386

 ７ 貸倒引当金 △23 △ 18

  流動資産合計 16,574 37.1 14,187 33.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 20,093 21,081

    減価償却累計額 12,385 7,707 12,651 8,430

  (2) 機械装置及び運搬具 13,477 14,256

    減価償却累計額 8,699 4,778 9,439 4,817

  (3) 販売機器 22,598 22,157

    減価償却累計額 17,985 4,613 17,872 4,285

  (4) 工具器具及び備品 1,918 1,655

    減価償却累計額 1,566 352 1,319 336

  (5) 土地 6,858 6,723

  (6) 建設仮勘定 337 ―

   有形固定資産合計 24,648 55.1 24,592 57.7

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 414 340

  (2) その他の無形固定資産 127 126

   無形固定資産合計 542 1.2 467 1.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 1,572 994

  (2) 長期貸付金 107 93

  (3) 繰延税金資産 323 624

  (4) その他の投資等 1,111 1,833

  (5) 貸倒引当金 △174 △ 142

   投資その他の資産合計 2,939 6.6 3,405 7.9

  固定資産合計 28,129 62.9 28,464 66.7

 資産合計 44,704 100.0 42,651 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 2,522 640

 ２ 未払法人税等 65 106

 ３ その他の流動負債 3,981 3,988

  流動負債合計 6,570 14.7 4,735 11.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期預り保証金 13 13

 ２ 退職給付引当金 712 1,204

 ３ 繰延税金負債 29 85

  固定負債合計 755 1.7 1,302 3.1

 負債合計 7,325 16.4 6,037 14.2

（少数株主持分）

    少数株主持分 ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,935 6.6 2,935 6.9

Ⅱ 資本剰余金 4,924 11.0 4,924 11.5

Ⅲ 利益剰余金 30,247 67.7 29,665 69.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 155 0.3 △25 △0.1

Ⅴ 自己株式 ※２ △882 △2.0 △886 △2.1

 資本合計 37,379 83.6 36,613 85.8

 負債、少数株主持分 
 及び資本合計

44,704 100.0 42,651 100.0



② 【連結損益計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
 至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 76,791 100.0 76,451 100.0

Ⅱ 売上原価 45,071 58.7 47,456 62.1

 売上総利益 31,719 41.3 28,995 37.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 30,328 39.5 28,742 37.6

 営業利益 1,391 1.8 253 0.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1 1

 ２ 受取配当金 12 10

 ３ 固定資産賃貸収入 28 29

 ４ 作業屑等売却益 20 ―

 ５ その他の営業外収益 61 124 0.2 33 74 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 固定資産除却損 ※２ 137 108

 ２ 固定資産賃借料 35 33

 ３ その他の営業外費用 35 207 0.3 28 170 0.2

 経常利益 1,308 1.7 156 0.2



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
 至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 前期損益修正益 ※３ 2 ―

 ２ 固定資産売却益 ※４ ― 698

 ３ 投資有価証券売却益 ― 391

 ４ 退職給付引当金 
   取  崩  益

4,343 ―

 ５ 生産資産廃棄費用 
   補   償   金

― 120

 ６ 貸倒引当金戻入益 1 2

 ７ その他の特別利益 ※５ 55 4,403 5.7 9 1,222 1.6

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※６ 11 ―

 ２ 固定資産除却損 ※７ 568 94

 ３ 減損損失 ※８ ― 64

 ４ 災害損失 10 ―

 ５ 早期退職加算金 3,057 ―

 ６ 退職給付会計基準 
   変更時差異償却額

1,047 948

 ７ 転籍一時金 83 ―

 ８ 退職一時金 495 ―

 ９ 営業権一括償却額 163 ―

 10 新紙幣対応費用 ― 194

 11 ゴルフ会員権 
   貸倒引当金繰入額

2 ―

 12 その他の特別損失 ※９ 219 5,660 7.3 13 1,315 1.7

 税金等調整前当期純利益 50 0.1 62 0.1

 法人税、住民税及び事業税 48 44

 法人税等調整額 1,349 1,397 1.9 △92 △48 0.0

 当期純利益（△は損失） △1,346 △1.8 111 0.1



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
 至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,924 4,924

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 自己株式処分差益 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 4,924 4,924

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 32,287 30,247

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 ― ― 111 111

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 658 658

 ２ 役員賞与金 35 34

 ３ 当期純損失 1,346 2,040 ― 692

Ⅳ 利益剰余金期末残高 30,247 29,665



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 50 62

 ２ 減価償却費 4,051 3,858

 ３ 減損損失 ― 64

 ４ 営業権一括償却額 163 ―

 ５ 貸倒引当金の増減額(減少：△） △27 △33

 ６ 退職給付引当金の増減額(減少：△） 993 156

 ７ 退職給付引当金取崩益 △4,343 ―

 ８ 受取利息及び受取配当金 △14 △11

 ９ 有形固定資産除却損 622 224

 10 有形固定資産売却損益(売却益：△) 11 △218

 11 投資有価証券評価損 9 ―

 12 投資有価証券売却損益(売却益：△) ― △391

 13 生産資産廃棄費用補償金 ― △120

 14 早期退職加算金 3,057 ―

 15 退職一時金 495 ―

 16 転籍一時金 83 ―

 17 売上債権の増減額(増加：△） △4 47

 18 たな卸資産の増減額(増加：△） △329 2,761

 19 仕入債務の増減額(減少：△） △213 △1,882

 20 未払消費税等の増減額(減少：△） △241 △18

 21 役員賞与の支払額 △35 △34

 22 その他 461 757

    小計 4,791 5,221

 23 早期退職金の支払額 △3,057 ―

 24 退職一時金の支払額 △495 ―

 25 転籍一時金の支払額 △83 ―

 26 法人税等の支払額 △114 △2

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

1,040 5,218



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の払戻による収入 300 20

 ２ 有形固定資産の取得による支出 △2,416 △4,220

 ３ 有形固定資産の売却による収入 89 348

 ４ 無形固定資産の取得による支出 △244 △103

 ５ 投資有価証券の取得による支出 △39 △8

 ６ 投資有価証券の売却による収入 49 670

 ７ 貸付金の回収による収入 11 9

 ８ 利息及び配当金の受取額 14 11

 ９ その他 △355 △611

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△2,592 △3,883

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 自己株式の取得による支出 △4 △6

 ２ 配当金の支払額 △657 △656

 ３ 利息の支払額 △6 0

 ４ その他 0 2

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△667 △661

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
  (減少：△）

△2,218 673

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,753 4,534

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 4,534 5,207



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項  全子会社(６社)を連結範囲に含めて

おります。 

 当該連結子会社は、北海道サービス

株式会社、幸楽輸送株式会社、北海道

ベンディング株式会社、北海道飲料株

式会社、北海道マシンメンテナンス株

式会社、北海道ビバレッジサービス株

式会社の６社であります。 

 なお、当連結会計年度において株式

会社エフ・ヴィ北海道及び北海道キャ

ンティーン株式会社は解散し、２社の

事業は平成16年５月11日に設立した北

海道ビバレッジサービス株式会社に移

管しております。

 全子会社(６社)を連結範囲に含めて

おります。 

 当該連結子会社は、北海道サービス

株式会社、幸楽輸送株式会社、北海道

ベンディング株式会社、北海道飲料株

式会社、北海道マシンメンテナンス株

式会社、北海道ビバレッジサービス株

式会社の６社であります。 

２ 持分法の適用に関する事

項

 持分法を適用している非連結子会社

または関連会社はありません。

同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社の決算日は、連結財務諸

表提出会社と同一であります。

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券(その他有価証券)

時価のあるもの

 連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理しており、売却原

価は主として移動平均法により算

出しております。)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券(その他有価証券)

時価のあるもの

同左

時価のないもの

 移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ② たな卸資産

   主として総平均法による原価法

を採用しております。

 ② たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産

   主として定率法(ただし、平成

10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)については

定額法)を採用しておりますが、

リース資産はリース期間定額法を

採用しております。

   なお、取得価額が10万円以上20

万円未満の資産については、３年

間で均等償却する方法を採用して

おりましたが、平成15年１月１日

以降に取得したこれらの資産につ

いては、定率法に変更しておりま

す。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産

   主として定率法(ただし、平成

10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)については

定額法)を採用しております。

   主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

   建物及び構築物   15～50年 

 機械装置及び運搬具  4～20年 

 販売機器       5～ 6年

   主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

   建物及び構築物   15～50年 

 機械装置及び運搬具 10～20年 

 販売機器       5～ 6年



項目
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 ② 無形固定資産

   定額法を採用しております。

   なお、営業権は５年以内の均等

額で償却をしておりましたが、子

会社解散に伴い未償却残高を一括

償却しました。また、自社利用の

ソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づ

いて償却しております。

 ② 無形固定資産

   定額法を採用しております。

   なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づいて償却して

おります。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   売上債権等の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額

を計上しております。

   なお、会計基準変更時差異につ

いては、５年による均等額を特別

損失に計上しております。

   また、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（14年）による定率法に

より、それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。

 (追加情報)

   当社及び一部連結子会社は、厚

生年金基金の代行部分について、

平成16年６月１日に厚生労働大臣

から過去分返上の認可を受けまし

た。

   また、大規模な経営改善計画の

一環として、従来の「北海道コ

カ・コーラ厚生年金基金」を解散

し、新たに確定給付型の企業年金

として、同年６月に「北海道コ

カ・コーラ企業年金基金」を設立

したことにより、退職給付制度の

大幅な減額改定が生じました。

   なお、当該大幅な減額を発生年

度に損益として認識し、かつ、大

幅な減額に対応する未認識数理計

算上の差異及び会計基準変更時差

異の未処理額を、退職給付債務減

額発生時点の比率により算出し、

同時に損益として認識しておりま

す。

 この変更による損益に与える影

響額は、税金等調整前当期純利益

は42億１千７百万円増加し、当期

純損失は25億９百万円減少してお

ります。

 ② 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額

を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異につ

いては、５年間で按分し特別損失

に計上しております。 

 また、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（14年）による定率法に

より、それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。



 
  

 

項目
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(4) 売上高の計上基準

  連結子会社の割賦販売手数料収入

は、回収期限到来基準によっており

ます。

(4) 売上高の計上基準

同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) その他連結財務諸表作成の基本と

なる重要な事項

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

(6) その他連結財務諸表作成の基本と

なる重要な事項

同左

５ 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

同左

６ 連結調整勘定の償却に

関する事項

 
――――――――――

 連結調整勘定の償却については、５

年間の均等償却を行っております。但

し、連結調整勘定の当期計上はありま

せん。

７ 利益処分項目等の取扱

いに関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。

同左

８ 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ケ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

  

表示方法の変更 

  

 
  
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

――――――――――
(固定資産の減損に係る会計基準)

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号)を適用しております。

 これにより税金等調整前当期純利益は64百万円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除し

ております。

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(連結損益計算書)

  従来、「その他の営業外収益」に含めて表示してお

りました「作業屑等売却益」は営業外収益の100分の

10を超えたため、当連結会計年度より独立科目で掲記

することといたしました。(前連結会計年度８百万円)

(連結損益計算書)

１ 前連結会計年度において独立掲記しておりました

「作業屑等売却益」は、営業外収益の100分の10以下

であるため、当連結会計年度においては、「その他の

営業外収益」に含めて表示しております。(当連結会

計年度１百万円)

２ 従来、「その他の特別利益」に含めて表示しており

ました「投資有価証券売却益」は特別利益の100分の

10を超えたため、当連結会計年度より独立科目で掲記

することといたしました。(前連結会計年度21百万円)

３ 従来、「その他の特別損失」に含めて表示しており

ました「新紙幣対応費用」は特別損失の100分の10を

超えたため、当連結会計年度より独立科目で掲記する

ことといたしました。(前連結会計年度146百万円)

(連結キャッシュ・フロー計算書)

 

――――――――――

(連結キャッシュ・フロー計算書)

１ 従来、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証

券売却損益(売却益:△)」は、重要性が増加したた

め、当連結会計年度より区分掲記することとしまし

た。(前連結会計年度21百万円）

２ 前連結会計年度において区分掲記しておりました

「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「投資有価

証券評価損」は、重要性が減少したため、「その他」

に含めて表示しております。(当連結会計年度０百万

円)



追加情報 

  

 
  
  

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

――――――――――

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法

律第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益計算上の表

示についての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。この結果、販売費及

び一般管理費が37百万円増加し、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益が、37百万円減少してお

ります。

前連結会計年度
(平成16年12月31日)

当連結会計年度
(平成17年12月31日)

 

 

※１ 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

 なお、当連結会計年度の末日は金融機関が休日で

あったため、次の満期手形が連結会計年度末残高に

含まれております。

受取手形 ６百万円

※２ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の自己

株式の数

普通株式 1,469,573株
 

 

 

※１ 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

 なお、当連結会計年度の末日は金融機関が休日で

あったため、次の満期手形が連結会計年度末残高に

含まれております。

受取手形 ８百万円

※２ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の自己

株式の数

普通株式 1,475,060株



(連結損益計算書関係) 

  

 
  
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

(1) 広告宣伝費・販売促進費 2,243百万円

(2) 販売手数料 4,679百万円

(3) 給与及び手当 9,659百万円

(4) 退職給付費用 1,292百万円

(5) 減価償却費 2,892百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

(1) 広告宣伝費・販売促進費 2,303百万円

(2) 販売手数料 4,919百万円

(3) 給与及び手当 8,172百万円

(4) 退職給付費用 1,127百万円

(5) 減価償却費 2,582百万円

※２ 固定資産のうち、経常的に発生する除却損を営業

外費用としております。

※２         同左

※３ 税務調査による過年度損益の修正益であります。 ※３     ――――――――――

※４     ―――――――――― ※４ 固定資産売却益は、土地の売却によるものであり

ます。

※５ その他特別利益の主な内訳は、投資有価証券売却

益21百万円、災害保険収入15百万円であります。

※５     ――――――――――

※６ 固定資産売却損は、建物及びその敷地等の売却に

よるものであります。

※６     ――――――――――

※７ 固定資産除却損の主な内訳は、建物及び構築物

224百万円、機械装置及び運搬具131百万円、販売機

器124百万円、建物等解体費84百万円であります。

※７ 固定資産除却損の主な内訳は、建物及び構築物22

百万円、機械装置及び運搬具32百万円、建物等解体

費用27百万円であります。

 

※８ 減損損失

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産について減損損失を計上しております。

用 途 種類 場 所 減損損失

遊休地 土地 北見市 64百万円

  当社グループは、事業用資産を管理会計上の区分

をもとに、主として地域別および機能別にグルーピ

ングしております。

  また、賃貸資産および遊休資産については、それ

ぞれの個別物件をグルーピングの最小単位としてお

ります。遊休資産についての回収可能価額は、正味

売却価額により測定しております。この結果、遊休

資産について資産の市場価格が著しく下落したた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上しました。 

 なお、回収可能価額は、固定資産税評価額に合理

的な調整を行って算出した金額を使用しておりま

す。

※９ その他の特別損失の主な内訳は、投資有価証券評

価損９百万円、新紙幣対応費用146百万円、貯蔵部

品廃棄損42百万円であります。

※９     ――――――――――



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  
  
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,574百万円

有価証券 11百万円

計 4,585百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △40百万円

償還期間が３ケ月を超える債権 △11百万円

現金及び現金同等物 4,534百万円
 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,227百万円

有価証券 ―百万円

計 5,227百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △20百万円

償還期間が３ケ月を超える債権 ―百万円

現金及び現金同等物 5,207百万円

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借手側)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借手側)

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

車両及び 
運搬具

869 641 228

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

車両及び
運搬具

652 443 209

工具器具
及び備品

46 13 32

合 計 699 457 241

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

 １年内 117百万円

 １年超 111百万円

 計 228百万円

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 96百万円

１年超 145百万円

計 241百万円

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 185百万円

減価償却費相当額 185百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 141百万円

減価償却費相当額 141百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 

２ オペレーティング・リース取引(借手側)

   未経過リース料

 １年内 115百万円

 １年超 185百万円

 計 300百万円
 

２ オペレーティング・リース取引(借手側)

   未経過リース料

１年内 141百万円

１年超 186百万円

計 327百万円



(有価証券関係) 

１ 前連結会計年度 

有 価 証 券 

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成16年12月31日) 

  

 
(注) 当連結会計年度においてその他有価証券で時価のあるものの減損処理を９百万円行っており、「取得原価」欄

には減損処理後の帳簿価格を記載しております。なお、減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上

下落した場合は、時価の回復可能性がないものとして一律に減損処理を行い、下落率が30％以上50％未満の場合

には、時価の回復可能性を判断し減損処理の要否を決定しております。 
  

(2) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成16年１月１日 至平成16年12月31日) 
  

   
(3) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成16年12月31日) 

  

   
(4) その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成16年12月31日) 

  

 
  

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの)

 株 式 302 623 321

小計 302 623 321

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの)

 株 式 330 270 △60

小計 330 270 △60

合計 633 894 260

売  却  額（単位：百万円） 売却益の合計（単位：百万円） 売却損の合計（単位：百万円）

58 21 ―

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 非上場株式(店頭売買株式を除く) 678

種類
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内 
(百万円)

 債 券

社 債 11 ― ―

合計 11 ― ―



２ 当連結会計年度 

有 価 証 券 

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成17年12月31日) 

  

 
  

  

(2) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 

  

 
  

  
(3) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年12月31日) 

  

   
  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自平成16年１月１日 至平成16年12月31日)及び当連結会計年度(自平成17年１月１

日 至平成17年12月31日)において当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、

該当事項はありません。 

  

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの)

 株 式 44 91 47

小計 44 91 47

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの)

 株 式 317 228 △89

小計 317 228 △89

合計 361 319 △41

売  却  額（単位：百万円） 売却益の合計（単位：百万円） 売却損の合計（単位：百万円）

671 391 ―

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 674



(退職給付関係) 

  

 

前連結会計年度(平成16年12月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

(1) 制度の種類

 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度

を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

(2) 当社の状況

 厚生年金基金制度は、下記のとおり従来の「北海道コカ・コーラ厚生年金基金」を解散し、平成16年６月

に「北海道コカ・コーラ企業年金基金」を設立しております。

 退職一時金制度は、平成10年４月に設定しております。

(3) 連結子会社の状況

 適格退職年金制度は１社、退職一時金制度は５社で有しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成16年12月31日)

イ 退職給付債務 △22,801百万円

ロ 年金資産 16,675百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △6,125百万円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 948百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 4,954百万円

ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △221百万円

ト 前払年金費用 490百万円

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △712百万円

(注) １ 一部の子会社は、退職給付の算定にあたり、簡便法を採用しております。

   ２ 当社及び一部連結子会社は、厚生年金基金の代行部分について、平成16年６月１日に厚生労働

大臣から過去分返上の認可を受けました。また、大規模な経営改善計画の一環として、従来の

「北海道コカ・コーラ厚生年金基金」を解散し、新たに確定給付型の企業年金として、同年６

月に「北海道コカ・コーラ企業年金基金」を設立したことにより、退職給付制度の大幅な減額

改定が生じました。なお、当該大幅な減額を発生年度に損益として認識し、かつ、大幅な減額

に対応する未認識数理計算上の差異及び会計基準変更時差異の未処理額を、退職給付債務減額

発生時点の比率により算出し、同時に損益として認識しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項(自平成16年１月１日 至平成16年12月31日)

イ 勤務費用(注４) 753百万円

ロ 利息費用 644百万円

ハ 期待運用収益 △482百万円

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 1,047百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 760百万円

ヘ 退職給付引当金取崩益(注１) △4,343百万円

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △1,619百万円

(注) １ 当社及び一部連結子会社は、厚生年金基金の代行部分について、平成16年６月１日に厚生労働

大臣から過去分返上の認可を受けました。また、大規模な経営改善計画の一環として、従来の

「北海道コカ・コーラ厚生年金基金」を解散し、新たに確定給付型の企業年金として、同年６

月に「北海道コカ・コーラ企業年金基金」を設立したことにより、退職給付制度の大幅な減額

改定が生じました。なお、当該大幅な減額を発生年度に損益として認識し、かつ、大幅な減額

に対応する未認識数理計算上の差異及び会計基準変更時差異の未処理額を、退職給付債務減額

発生時点の比率により算出し、同時に損益として認識し、退職給付引当金取崩益を計上してお

ります。

   ２ 上記の退職給付費用以外に転籍による一時金83百万円を特別損失に計上しております。

   ３ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

   ４ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ 勤務費用」に計上しております。



 
  

 
  

前連結会計年度(平成16年12月31日)

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.5％

ハ 期待運用収益率 2.8％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ―

ホ 数理計算上の差異の処理年数 14年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数 
による定率法により、翌連結会計年度から費用処理するこ 
ととしております。)

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 ５年

 

当連結会計年度(平成17年12月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

(1) 制度の種類

 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度

を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

(2) 当社の状況

 企業年金制度は、平成16年６月に設立しております。

 退職一時金制度は、平成10年４月に設定しております。

(3) 連結子会社の状況

 適格退職年金制度は１社、退職一時金制度は５社で有しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年12月31日)

イ 退職給付債務 △22,319百万円

ロ 年金資産 22,150百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △168百万円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 ―百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 △209百万円

ヘ 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △378百万円

ト 前払年金費用 825百万円

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △1,204百万円

(注) １ 一部の子会社は、退職給付の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日)

イ 勤務費用(注２) 580百万円

ロ 利息費用 560百万円

ハ 期待運用収益 △461百万円

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 948百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 737百万円

ヘ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 2,365百万円

(注) １ 企業年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

   ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ 勤務費用」に計上しております。

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.5％

ハ 期待運用収益率 2.8％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ―

ホ 数理計算上の差異の処理年数 14年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数 
による定率法により、翌連結会計年度から費用処理するこ 
ととしております。)

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 ５年



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(1) 流動資産

繰延税金資産

 未払事業税・未払事業所税 16百万円

 その他 43百万円

繰延税金資産合計 59百万円

(2) 固定資産

繰延税金資産

 投資有価証券評価損 137百万円

 貸倒引当金繰入限度超過額 44百万円

 税務上の繰越欠損金 2,335百万円

 退職給付引当金繰入限度超過額 282百万円

 その他 14百万円

  計 2,814百万円
評価性引当額 △2,335百万円

繰延税金資産小計 479百万円
繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △103百万円

 固定資産圧縮積立金 △16百万円

 前払年金費用 △36百万円

繰延税金負債小計 △156百万円

繰延税金資産合計 323百万円

(3) 固定負債

繰延税金負債

 有価証券評価差額金 △2百万円

 前払年金費用 △27百万円

繰延税金負債合計 △29百万円

繰延税金資産の純額 352百万円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(1) 流動資産

繰延税金資産

未払事業税・未払事業所税 33百万円

その他 △4百万円

繰延税金資産合計 28百万円

(2) 固定資産

繰延税金資産

投資有価証券評価損 56百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 40百万円

税務上の繰越欠損金 2,339百万円

退職給付引当金繰入限度超過額 471百万円

減損損失 25百万円

その他有価証券評価差額金 32百万円

その他 13百万円

 計 2,980百万円
評価性引当額 △2,339百万円

繰延税金資産小計 640百万円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △15百万円

繰延税金資産合計 624百万円

(3) 固定負債

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △16百万円

前払年金費用 △68百万円

繰延税金負債合計 △85百万円

繰延税金資産の純額 567百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)

損失金 2,711.0％

交際費等永久に損金に 
算入されない項目

92.4％

受取配当金等永久に 
益金に算入されない項目

△4.9％

住民税均等割額 62.3％

未認識の税効果 △102.4％

税務修正 △34.2％

その他 △5.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 2,759.7％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)

損失金 146.3％

税務上の繰越欠損金の利用 △105.6％

交際費等永久に損金に
算入されない項目

64.1％

受取配当金等永久に
益金に算入されない項目

△68.1％

住民税均等割額 46.6％

未認識の税効果 △204.5％

税務修正 △4.7％

その他 7.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △77.7％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年１月１日 至平成16年12月31日) 
  

 
  

当連結会計年度(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 
  

 
(注) １ 事業区分の方法は日本標準産業分類を参考とし、事業実態に合せて区分しております。 

２ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産(当連結会計年度5,944百万円、前連結会計年度5,532百万

円)の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び預金)及び長期投資資金(投資有価証券)であります。 

３ 各事業区分に属する主要な商品の名称等は、次のとおりであります。 

  

 
  

種類
飲料・食品 
製造販売事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

72,899 3,891 76,791 ― 76,791

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

76 7,148 7,225 (7,225) ―

計 72,976 11,039 84,016 (7,225) 76,791

営業費用 71,846 10,857 82,699 (7,299) 75,399

営業利益 1,130 182 1,317 74 1,391

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 37,779 3,238 41,018 3,686 44,704

減価償却費 3,945 279 4,224 (9) 4,215

資本的支出 2,845 158 3,004 35 3,039

種類
飲料・食品 
製造販売事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

71,608 4,843 76,451 ― 76,451

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1 5,423 5,425 (5,425) ―

計 71,609 10,267 81,877 (5,425) 76,451

営業費用 71,505 10,191 81,696 (5,497) 76,198

営業利益 104 76 180 72 253

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出

資産 35,286 3,342 38,628 4,022 42,651

減価償却費 3,694 177 3,871 (13) 3,858

減損損失 64 ― 64 ― 64

資本的支出 3,958 195 4,153 (8) 4,145

事業区分 主要な商品の名称等

飲料・食品製造販売事業
コカ・コーラ、ファンタ、ジョージア、アクエリアス、一(はじめ)、爽健美

茶、煌、紅茶花伝、クーなど

その他の事業 貨物自動車運送業、保険代理業、書籍等の販売、冷蔵冷凍機・空調機器の修理



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年１月１日 至平成16年12月31日)及び当連結会計年度(自平成17年１

月１日 至平成17年12月31日)において本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在

外支店がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成16年１月１日 至平成16年12月31日)及び当連結会計年度(自平成17年１

月１日 至平成17年12月31日)において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

【関連当事者との取引】 

  前連結会計年度(自平成16年１月１日 至平成16年12月31日) 

   重要性がないため、記載を省略しております。 

  

  当連結会計年度(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 

   重要性がないため、記載を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
（注） １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１株当たり純資産額 1,021円32銭 １株当たり純資産額 1,000円61銭

１株当たり当期純損失金額 37円78銭 １株当たり当期純利益金額 ２円18銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当期純利益(△は損失)(百万円) △1,346 111

普通株主に帰属しない金額(百万円) 34 31

    （うち利益処分による役員賞与金(百万円)） (34) (31)

普通株式に係る当期純利益(△は損失)(百万円) △1,381 79

普通株式の期中平均株式数(千株) 36,568 36,562



(重要な後発事象) 

前連結会計年度 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度 

重要な子会社の設立 

 平成18年２月９日開催の取締役会の決議により、品質管理と顧客サービスの一層の強化をはか

るため、当社がコカ・コーラナショナルビバレッジ株式会社から受託しているコカ・コーラ社製

品の製造を、当社からの業務委託により製造を行う新たな会社を設立し、移管することとしまし

た。 

 これによる当社グループの業績に与える重要な影響はございません。 

  

 
  

  

【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

  

【その他】 

該当事項はありません。 

  

商   号 北海道コカ・コーラプロダクツ株式会社

設立年月日 平成18年３月３日

所 在 地 札幌市清田区清田一条一丁目２番１号

代 表 者 佐々木 康行

資 本 金 50百万円

事業内容 当社からの業務委託によるコカ・コーラ社製品の製造

取得する株式の数 1,000株

取得価額 50百万円

取得後の持分比率 100％



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成16年12月31日)

当事業年度 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,939 4,941

 ２ 受取手形 ― 1

 ３ 売掛金 4,412 4,473

 ４ 有価証券 11 ―

 ５ 商品 1,966 1,721

 ６ 製品 2,149 ―

 ７ 原材料 306 0

 ８ 貯蔵品 52 26

 ９ 前払費用 110 163

 10 繰延税金資産 34 25

 11 未収入金 1,515 1,101

 12 その他の流動資産 48 31

 13 貸倒引当金 △24 △ 18

  流動資産合計 14,523 33.6 12,466 30.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 16,643 17,706

    減価償却累計額 9,780 6,863 10,103 7,602

  (2) 構築物 2,897 2,814

    減価償却累計額 2,346 551 2,277 537

  (3) 機械及び装置 12,372 13,121

    減価償却累計額 7,736 4,636 8,466 4,654

  (4) 車両及び運搬具 32 26

    減価償却累計額 29 3 23 2

  (5) 販売機器 22,191 21,867

    減価償却累計額 17,629 4,561 17,642 4,225

  (6) 工具器具及び備品 835 802

    減価償却累計額 705 129 670 131

  (7) 土地 6,668 6,532

  (8) 建設仮勘定 337 ―

   有形固定資産合計 23,751 54.9 23,686 57.9



 
  

前事業年度
(平成16年12月31日)

当事業年度 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 400 328

  (2) その他の無形固定資産 123 123

   無形固定資産合計 524 1.2 451 1.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 1,554 946

  (2) 関係会社株式 240 240

  (3) 出資金 0 0

  (4) 長期貸付金 107 93

  (5) 関係会社長期貸付金 2,619 2,453

  (6) 破産債権、更生債権 
    その他これらに 
    準ずる債権

74 46

  (7) 長期前払費用 388 317

  (8) 繰延税金資産 992 1,081

  (9) その他の投資等 222 618

  (10) 貸倒引当金 △1,732 △1,448

   投資その他の資産合計 4,466 10.3 4,349 10.6

  固定資産合計 28,742 66.4 28,486 69.6

 資産合計 43,265 100.0 40,953 100.0



 

前事業年度
(平成16年12月31日)

当事業年度 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※１ 2,350 449

 ２ 未払金 ※１ 1,534 1,590

 ３ 未払費用 618 680

 ４ 未払法人税等 52 89

 ５ 預り金 ※１ 633 880

 ６ 前受収益 ※１ 7 6

 ７ 設備未払金 501 ―

 ８ その他の流動負債 133 423

  流動負債合計 5,832 13.5 4,120 10.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期預り保証金 4 4

 ２ 退職給付引当金 525 986

  固定負債合計 529 1.2 990 2.4

 負債合計 6,362 14.7 5,110 12.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 2,935 6.8 2,935 7.2

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 4,924 4,924

 ２ その他資本剰余金

   自己株式処分差益 0 0

   資本剰余金合計 4,924 11.4 4,924 12.0

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 733 733

 ２ 任意積立金

  (1) 固定資産圧縮積立金 31 24

  (2) 別途積立金 28,570 27,070

 ３ 当期未処分利益 438 1,087

   利益剰余金合計 29,774 68.8 28,917 70.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※３ 151 0.3 △48 △0.1

Ⅴ 自己株式 ※４ △882 △2.0 △886 △2.2

 資本合計 36,903 85.3 35,842 87.5

 負債・資本合計 43,265 100.0 40,953 100.0



② 【損益計算書】 

  

 

前事業年度
(自 平成16年１月１日
 至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 製品売上高 40,764 ―

 ２ 商品売上高 27,847 62,989

 ３ その他売上高

  (1) 受託収入 ― 3,809

  (2) その他 ※１ 99 68,712 100.0 231 67,030 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 製品売上原価

  (1) 製品期首たな卸高 2,279 2,149

  (2) 当期製品製造原価 25,129 ―

計 27,408 2,149

  (3) 他勘定振替高 ※２ 1,723 2,149

  (4) 製品期末たな卸高 2,149 23,535 ― ―

 ２ 商品売上原価

  (1) 商品期首たな卸高 1,582 1,966

  (2) 当期商品仕入高 18,597 41,571

計 20,179 43,538

  (3) 他勘定振替高 ※２ 1,697 4,525

  (4) 商品期末たな卸高 1,966 16,514 1,721 37,291

 ３ その他売上原価

  (1) 受託原価 ― 3,742

  (2) その他 103 103 231 3,974

  売上原価合計 40,153 58.4 41,266 61.6

 売上総利益 28,559 41.6 25,764 38.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３ 27,317 39.8 25,933 38.7

  営業利益(△は損失) 1,241 1.8 △169 △0.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 19 12

 ２ 有価証券利息 0 0

 ３ 受取配当金 ※４ 44 17

 ４ 固定資産賃貸収入 ※５ 165 159

 ５ その他の営業外収益 54 285 0.4 22 212 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 0 0

 ２ 固定資産除却損 ※６ 126 101

 ３ 営業外租税 33 31

 ４ 貸与資産減価償却費 87 77

 ５ 固定資産賃借料 35 33

 ６ たな卸資産廃棄損 8 5

 ７ その他の営業外費用 27 318 0.4 10 260 0.3

 経常利益(△は損失) 1,208 1.8 △218 △0.3



 
  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
 至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 前期損益修正益 ※７ 2 ―

 ２ 固定資産売却益 ※８ ― 654

 ３ 投資有価証券売却益 ― 391

 ４ 退職給付引当金取崩益 4,126 ―

 ５ 生産資産廃棄費用補償金 ― 120

 ６ 貸倒引当金戻入益 ― 253

 ７ その他の特別利益 19 4,148 6.0 ― 1,420 2.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※９ 11 ―

 ２ 固定資産除却損 ※10 559 92

 ３ 減損損失 ※11 ― 64

 ４ 災害損失 10 ―

 ５ 早期退職加算金 1,529 ―

 ６ 投資有価証券評価損 9 0

 ７ 退職給付会計基準 
   変更時差異償却額

1,006 928

 ８ 転籍一時金 76 ―

 ９ 貯蔵部品廃棄損 42 ―

 10 関係会社整理損失 994 ―

 11 新紙幣対応費用 142 198

 12 貸倒引当金繰入額 1,063 ―

 13 ゴルフ会員権等 
   貸倒引当金繰入額

2 ―

 14 その他の特別損失 ― 5,446 7.9 4 1,287 1.9

 税引前当期純損失 90 △0.1 85 △0.1

 法人税、住民税及び事業税 24 23

 法人税等調整額 813 837 1.2 55 78 0.1

 当期純損失 927 △1.3 164 △0.2

 前期繰越利益 1,694 1,581

 中間配当額 329 329

 当期未処分利益 438 1,087



製造原価明細書 

  

 
(注) １ 平成17年１月より全国規模でコカコーラシステムの全商品を供給するコカ・コーラナショナルビバレッジ株

式会社が本格稼動し、製造が自社製造から受託生産方式に変更しております。これに伴い、当事業年度より製

造原価は発生しないため記載しておりません。なお、前事業年度の原価計算の方法は、製品別実際総合原価計

算によっております。 

２ 前事業年度は、毎月の生産計画に基づき仕込んだものは翌日全量製品となり、期末日は仕込みを行わないた

め仕掛品はありません。 

  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 原材料費 21,331 84.9 ― ―

Ⅱ 労務費 1,354 5.4 ― ―

Ⅲ 経費 2,443 9.7 ― ―

(うち、業務委託料) (415) (1.7) (―) (―)

(うち、減価償却費) (1,025) (4.1) (―) (―)

当期製品製造原価 25,129 100.0 ― ―



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) １ 固定資産圧縮積立金取崩額は租税特別措置法の規定に基づくものであります。 

２ 配当金は、自己株式(前事業年度1,469,573株、当事業年度1,475,060株)を除いて算出しております。 

  

  

前事業年度
(平成16年12月期)

当事業年度 
(平成17年12月期)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 438 1,087

Ⅱ 任意積立金取崩額

  固定資産圧縮積立金 
  取崩額

※１ 6 1

  別途積立金取崩額 1,500 1,506 1,000 1,001

合  計 1,944 2,089

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 ※２ 329 329

 ２ 役員賞与金 34 363 31 360

Ⅳ 次期繰越利益 1,581 1,728



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

  移動平均法による原価法によって

おります。

(1) 子会社株式

同左

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

  期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理しており、売却原価は移動平

均法により算出しております。)に

よっております。

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

同左

  時価のないもの

  移動平均法による原価法によって

おります。

  時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品・製品・原材料及び貯蔵品

 総平均法による原価法によってお

ります。

商品・原材料及び貯蔵品

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)

については定額法によっておりま

す。

  なお、取得価額が10万円以上20万

円未満の資産については、３年間で

均等償却する方法を採用しておりま

したが、平成15年１月１日以降に取

得したこれらの資産については、定

率法に変更しております。

  主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

  建物及び構築物 15～50年

  機械及び装置  10～12年

  販売機器     5～ 6年

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)

については定額法によっておりま

す。

  主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

  建物及び構築物 15～50年

  機械及び装置  10～12年

  販売機器     5～ 6年

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しております。

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

 均等償却

(3) 長期前払費用

同左

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権・貸付金等の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると

認められる額を計上しております。

  なお、会計基準変更時差異につい

ては、５年による均等額を特別損失

に計上しております。

  また、数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定率法により、それ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。

（追加情報）

  当社は、厚生年金基金の代行部分

について、平成16年６月１日に厚生

労働大臣から過去分返上の認可を受

けました。

  また、大規模な経営改善計画の一

環として、従来の「北海道コカ・コ

ーラ厚生年金基金」を解散し、新た

に確定給付型の企業年金として、同

年６月に「北海道コカ・コーラ企業

年金基金」を設立したことにより、

退職給付制度の大幅な減額改定が生

じました。

  なお、当該大幅な減額を発生年度

に損益として認識し、かつ、大幅な

減額に対応する未認識数理計算上の

差異及び会計基準変更時差異の未処

理額を、退職給付債務減額発生時点

の比率により算出し、同時に損益と

して認識しております。

  この変更による損益に与える影響

額は、税引前当期純損失は42億９百

万円減少し、当期純損失は25億４百

万円減少しております。

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異につい

ては、５年間で按分し特別損失に計

上しております。 

 また、数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定率法により、それ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

６ その他の財務諸表作成の

ための重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左



財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
  

 
  

  

表示方法の変更 
  

 
  

  

追加情報 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

――――――――――
(固定資産の減損に係る会計基準)

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。

 これにより税引前当期純損失は64百万円増加してお

ります。

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

おります。

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(貸借対照表)

 前事業年度において「その他の流動負債」に含め

て表示しておりました「設備未払金」は負債・資本

合計の100分の1を超えたため、当事業年度は独立科

目で掲記することといたしました。（前事業年度

228百万円）

(貸借対照表)

 前事業年度において独立掲記しておりました「設

備未払金」は、負債・資本合計の100分の１以下で

あるため、当事業年度においては、「その他の流動

負債」に含めて表示しております。(当事業年度329

百万円)

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

――――――――――
 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法

律第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16

年４月１日以降に開始する事業年度より外形標準課

税制度が導入されたことに伴い、当事業年度から

「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算

上の表示についての実務上の取扱い」(平成16年２

月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号)

に従い法人事業税の付加価値割及び資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が 37百万円増

加し、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失

が、 37百万円増加しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

 

  

  

(損益計算書関係) 

  

 

前事業年度 
(平成16年12月31日)

当事業年度
(平成17年12月31日)

 

※１ 関係会社に対する主な資産及び負債(独立科目掲

記分を除く)

買掛金、未払金、預り金、
前受収益

963百万円

  

※１ 関係会社に対する主な資産及び負債(独立科目掲

記分を除く)

買掛金、未払金、預り金、
前受収益

994百万円

※２ 授権株式数及び発行済株式数

授権株式数   普通株式 118,514,000株

発行済株式総数 普通株式 38,034,493株

※２ 授権株式数及び発行済株式数

授権株式数   普通株式 118,514,000株

発行済株式総数 普通株式 38,034,493株

※３ 配当制限

  商法施行規則第124条第３号に規定する金額は、151

百万円であります。

※３     ――――――――――

※４ 期末における自己株式数

  普通株式             1,469,573株

※４ 期末における自己株式数

  普通株式              1,475,060株

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※１ その他売上高は、販売機器賃貸に係る収益であり

ます。

※１          同左

 

※２ 他勘定振替高は、日本コカ・コーラ㈱から販売数

量に基づいて受入れる原液リベート、内部使用高及

び勘定間振替高であります。

商品
(百万円)

製品 
(百万円)

原液リベート 1,598 1,465

内部使用高 212 144

販売費及び 
一般管理費

212 144

販売促進費 140 94

福利厚生費 3 4

その他 68 45

勘定間振替高 △113 113

合計 1,697 1,723
 

※２ 他勘定振替高は、日本コカ・コーラ㈱から販売数

量に基づいて算出される販売リベート及び内部使用

高であります。なお、製品他勘定振替高については

商品に振替えております。

商品
(百万円)

販売リベート 4,100

内部使用高 425

販売費及び
一般管理費

425

販売促進費 209

福利厚生費 3

その他 212

合計 4,525

 

※３ 販売費及び一般管理費

 主要な費目及び金額

(1) 広告宣伝費・販売促進
費

2,244百万円

(2) 販売手数料 3,753百万円

(3) 運搬費 3,107百万円

(4) 給与及び手当 4,921百万円

(5) 退職給付費用 1,056百万円

(6) 減価償却費 2,462百万円

(7) 業務委託料 6,069百万円
  

※３ 販売費及び一般管理費

 主要な費目及び金額

(1) 広告宣伝費・販売促進
費

2,282百万円

(2) 販売手数料 3,915百万円

(3) 運搬費 3,008百万円

(4) 給与及び手当 4,240百万円

(5) 退職給付費用 893百万円

(6) 減価償却費 2,174百万円

(7) 業務委託料 5,922百万円

 

  販売費に属する費用 約86％

  一般管理費に属する費用 約14％
 

 販売費に属する費用 約86％

 一般管理費に属する費用 約14％



  

 
  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※４ 関係会社に対する32百万円を含んでおります。 ※４ 関係会社に対する７百万円を含んでおります。

※５ 関係会社に対する137百万円を含んでおります。 ※５ 関係会社に対する131百万円を含んでおります。

※６ 固定資産のうち、経常的に発生する除却損を営業

外費用としております。

※６         同左           

※７ 前期損益修正益は、税務調査による過年度損益の

修正益であります。

※７     ――――――――――

※８     ―――――――――― ※８ 固定資産売却益は、土地の売却によるものであり

ます。

※９ 固定資産売却損は、建物及びその敷地等の売却に

よるものであります。

※９     ――――――――――

 

※10 固定資産除却損559百万円の内訳は次のとおりで

あります。

建物 213百万円

構築物 5百万円

機械及び装置 128百万円

販売機器 124百万円

工具器具及び備品 3百万円

建物等解体費 84百万円
  

※10 固定資産除却損92百万円の内訳は次のとおりであ

ります。

建物 17百万円

構築物 5百万円

機械及び装置 30百万円

販売機器 6百万円

工具器具及び備品 5百万円

建物等解体費 27百万円

※11     ――――――――――
 

 

※11 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上しております。 

用 途 種 類 場 所 減損損失

遊休地 土地 北見市 64百万円

 当社は、事業用資産を管理会計上の区分をもと

に、主として地域別および機能別にグルーピングし

ております。 

 また、賃貸資産および遊休資産については、それ

ぞれの個別物件をグルーピングの最小単位としてお

ります。遊休資産についての回収可能価額は、正味

売却価額により測定しております。この結果、遊休

資産について資産の市場価格が著しく下落したた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上しました。 

 なお、回収可能価額は、固定資産税評価額に合理

的な調整を行って算出した金額を使用しておりま

す。 



(リース取引関係) 

  

 
  

  

(有価証券関係) 

    前事業年度(自平成16年１月１日 至平成16年12月31日)及び当事業年度(自平成17年１月１日 

 至平成17年12月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借手側)

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借手側)

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

車両及び 
運搬具

343 236 106

工具器具 
及び備品

762 641 120

合計 1,105 878 227

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

車両及び
運搬具

211 150 60

工具器具
及び備品

423 251 171

合計 634 402 232

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

 ② 未経過リース料期末残高相当額

 １年内 100百万円

 １年超 126百万円

 計 227百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 87百万円

１年超 144百万円

計 232百万円

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 181百万円

減価償却費相当額 181百万円
 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 116百万円

減価償却費相当額 116百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 

２ オペレーティング・リース取引(借手側)

  未経過リース料

 １年内 49百万円

 １年超 70百万円

 計 119百万円
 

２ オペレーティング・リース取引(借手側)

  未経過リース料

１年内 55百万円

１年超 58百万円

計 114百万円



(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

(繰延税金資産)

 (1) 流動資産

未払事業所税 15百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 △1百万円

設備処分費用否認 20百万円

繰延税金資産小計 34百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

(繰延税金資産)

 (1) 流動資産

未払事業税・未払事業所税 30百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 △4百万円

その他 0百万円

繰延税金資産小計 25百万円

 

 

 (2) 固定資産

投資有価証券評価損 237百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 675百万円

税務上の繰越欠損金 1,152百万円

退職給付引当金 
繰入限度超過額 212百万円

その他 22百万円

  計 2,300百万円

評価性引当額 △1,152百万円

繰延税金負債(固定)との相殺 △156百万円

繰延税金資産小計 992百万円

繰延税金資産合計 1,026百万円

(繰延税金負債)

   固定資産

その他有価証券評価差額金 △103百万円

固定資産圧縮積立金 △16百万円

前払年金費用 △36百万円

繰延税金資産(固定)との相殺 156百万円

繰延税金負債合計 ―百万円

繰延税金資産の純額 1,026百万円

 

 

 (2) 固定資産

投資有価証券評価損 56百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 569百万円

税務上の繰越欠損金 1,128百万円

退職給付引当金
繰入限度超過額 399百万円

減損損失 25百万円

その他有価証券評価差額金 32百万円

その他 12百万円

 計 2,225百万円

評価性引当額 △1,128百万円

繰延税金負債(固定)との相殺 △15百万円

繰延税金資産小計 1,081百万円

繰延税金資産合計 1,106百万円

(繰延税金負債)

   固定資産

固定資産圧縮積立金 △15百万円

繰延税金資産(固定)との相殺 15百万円

繰延税金負債合計 ―百万円

繰延税金資産の純額 1,106百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

税引前当期純損失が計上されているため、記載して

おりません。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

税引前当期純損失が計上されているため、記載して

おりません。



(１株当たり情報) 

  

 
（注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、下記のとおりであります。 

 
  

  

(重要な後発事象) 

前事業年度 

該当事項はありません。 

  

当事業年度 

重要な子会社の設立 

 平成18年２月９日開催の取締役会の決議により、品質管理と顧客サービスの一層の強化をはかる

ため、当社がコカ・コーラナショナルビバレッジ株式会社から受託しているコカ・コーラ社製品の

製造を、当社からの業務委託により製造を行う新たな会社を設立し、移管することとしました。  

 これによる当社の業績に与える重要な影響はございません。 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１株当たり純資産額 1,008円31銭 １株当たり純資産額 979円51銭

１株当たり当期純損失金額 26円30銭 １株当たり当期純損失金額 ５円36銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

前事業年度
(自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日)

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当期純損失（百万円） 927 164

普通株主に帰属しない金額（百万円） 34 31

 （うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (34) (31)

普通株式に係る当期純損失（百万円） 961 196

普通株式の期中平均株式数（千株） 36,568 36,562

商   号 北海道コカ・コーラプロダクツ株式会社

設立年月日 平成18年３月３日

所 在 地 札幌市清田区清田一条一丁目２番１号

代 表 者 佐々木 康行

資 本 金 50百万円

事業内容 当社からの業務委託によるコカ・コーラ社製品の製造

取得する株式の数 1,000株

取得価額 50百万円

取得後の持分比率 100％



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

  

  

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

コカ・コーラナショナルビバレッジ㈱ 10,033 501

㈱ポスフール 379,677.432 228

北海道テレビ放送㈱ 30,000 63

コカ・コーラナショナルセールス㈱ 400 20

㈱札幌ドーム 400 20

投資有価証券 その他有価証券 セントラルリーシングシステム㈱ 100 15

㈱苫小牧オートリゾート 262 13

マックスバリュ北海道㈱ 7,818.276 12

㈱フジタコーポレーション 75 10

㈱スガイ・エンタテイメント 10,000 6

その他（41銘柄） 283,729.652 56

計 722,495.360 946



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 「当期減少額」欄の( )内は、減損損失の計上額を内数で表示しております。 

２ 当期増加額の主なものは下記のとおりであります。 

 
  
３ 当期減少額の主なものは下記のとおりであります。 

 
  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 16,643 1,315 253 17,706 10,103 513 7,602

 構築物 2,897 73 156 2,814 2,277 72 537

 機械及び装置 12,372 1,095 347 13,121 8,466 1,046 4,654

 車両及び運搬具 32 ― 6 26 23 0 2

 販売機器 22,191 1,668 1,992 21,867 17,642 1,852 4,225

 工具器具及び備品 835 42 75 802 670 35 131

 土地 6,668 ―
135
(64)

6,532 ― ― 6,532

 建設仮勘定 337 206 543 ― ― ― ―

有形固定資産計 61,978 4,404 3,512 62,870 39,184 3,521 23,686

無形固定資産

 ソフトウェア 906 96 287 715 386 168 328

 その他の無形固定資産 129 ― ― 129 6 0 123

無形固定資産計 1,035 96 287 844 393 169 451

長期前払費用 753 229 312 670 353 156 317

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

建物・構築物 札幌工場リニューアルに伴う建築 1,057百万円

機械及び装置 札幌工場リニューアルに伴う製造設備 626百万円

販売機器 自動販売機（4,318台） 1,627百万円

オープンクーラー（146台） 40百万円

販売機器 自動販売機除却 1,955百万円

オープンクーラー除却 37百万円



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式は1,475,060株であります。 

２ 任意積立金の減少額は、前期利益処分によるものであります。 

３ その他資本剰余金の増加額は、単元未満株式買増制度に伴う自己株式処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 貸倒引当金(流動)の当期減少額（その他）欄は、洗替による戻入によるものであります。 

２ 貸倒引当金(固定)の当期減少額（その他）欄は、洗替による戻入(268百万円)及び債権回収(７百万円)によ

るものであります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(百万円) 2,935 ― ― 2,935

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (38,034,493) (    ―) (    ―) (38,034,493)

普通株式 (百万円) 2,935 ― ― 2,935

    計 (株) (38,034,493) (    ―) (    ―) (38,034,493)

計 (百万円) 2,935 ― ― 2,935

資本準備金及び 
その他資本剰余金

(資本準備金)

 株式払込剰余金 (百万円) 4,924 ― ― 4,924

(その他資本剰余金) 

 自己株式処分差益 (百万円) 0 0 ― 0

計 (百万円) 4,924 0 ― 4,924

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (百万円) 733 ― ― 733

(任意積立金)

 固定資産圧縮 
 積立金 

(百万円) 31 ― 6 24

 別途積立金 (百万円) 28,570 ― 1,500 27,070

計 (百万円) 29,335 ― 1,506 27,829

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金(流動) 24 18 ― 24 18

貸倒引当金(固定) 1,732 27 34 275 1,448



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

前記附属明細表の項で記載した以外の主な勘定科目の内容を示すと次のとおりであります。 

１ 流動資産 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(百万円)

現金 278

預金

当座預金 207

普通預金 1,946

定期預金 2,500

別段預金 7

小計 4,662

合計 4,941

相手先 金額(百万円)

コカ・コーラナショナルセールス㈱ 605

セイコーフレッシュフーズ㈱ 446

ホクレン農業協同組合連合会 442

コカ・コーラナショナルビバレッジ㈱ 384

生活協同組合コープさっぽろ 232

その他 2,362

合計 4,473

前期繰越高 
(百万円)

当期発生高 
(百万円)

当期回収高
(百万円)

次期繰越高
(百万円)

回収率
(％)

滞留期間 
(日)

ａ ｂ ｃ ｄ

 

ｃ
×100

ａ＋ｂ

ａ＋ｄ
２
ｂ
365

4,412 37,120 37,060 4,473 89.23 43.68



③ 商品 
  

 
  

④ 関係会社長期貸付金 
  

 
  

区分 金額(百万円)

炭酸飲料

コーラ飲料 169

透明飲料 12

フレーバー飲料 94

栄養飲料 26

炭酸その他 36

小計 340

非炭酸飲料

コーヒー飲料 630

ティー飲料 252

スポーツ飲料 137

Ｑｏｏ飲料 61

水飲料 21

非炭酸その他 46

小計 1,150

その他

シロップ 93

パウダー 55

ＯＣＳ 6

ワイン類 3

広告資材等 42

その他商品 28

小計 230

合計 1,721

相手先 金額(百万円)

北海道ベンディング㈱ 1,533

北海道サービス㈱ 550

北海道マシンメンテナンス㈱ 190

北海道ビバレッジサービス㈱ 180

合計 2,453



２ 流動負債 

① 買掛金 

  

 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

幸楽輸送㈱ 117

㈱アセプティック・システム 88

ブルーダイヤモンド・アーモンド・グロワーズ 65

㈱ヤグチ 20

㈱ＤＮＰ北海道 20

その他 136

合計 449



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

決算期 12月31日

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、5,000株券、10,000株券、
100,000株券、1,000株未満の株数表示株券

中間配当基準日 ６月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  代理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

 株券喪失登録に伴う 

 手数料

１．喪失登録    １件につき 10,500円 

２. 喪失登録株券  １枚につき   525円

単元未満株式の買取り・
買増し

  取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  代理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 本店及び全国各支店

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載
日本経済新聞 
なお、決算公告については、当社のホームページにおいて開示しております。 
 （http://www.hokkaido.ccbc.co.jp/ir/k_koukoku.html）

株主に対する特典 毎年６月30日及び12月31日現在の1,000株以上所有の株主に、当社商品詰合せを贈呈



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社である大日本印刷株式会社は、継続開示会社であります。  

 なお、大日本印刷株式会社は、東京証券取引所及び大阪証券取引所の各市場第一部に上場しておりま

す。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(１) 有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第43期)

自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日

平成17年３月31日
北海道財務局長に提出。

(２) 半期報告書 (第44期中) 自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日

平成17年９月22日
北海道財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年３月30日

北海道コカ・コーラボトリング株式会社 

取  締  役  会  御 中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている北海道コカ・コーラボトリング株式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、北海道コカ・コーラボトリング株式会社及び連結子会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

明  治  監  査  法  人

代表社員 
関与社員

公認会計士  伊  藤  刕  弘  ㊞

代表社員 
関与社員

公認会計士  鈴  木  康  二  ㊞

代表社員 
関与社員

公認会計士  笹  山    淳    ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年３月30日

北海道コカ・コーラボトリング株式会社 

取  締  役  会  御 中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている北海道コカ・コーラボトリング株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、北海道コカ・コーラボトリング株式会社及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固

定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

明  治  監  査  法  人

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  笹  山    淳    ㊞

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  堀  江  清  久  ㊞

業務執行社員 公認会計士  来  田  弘 一 郎  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年３月30日

北海道コカ・コーラボトリング株式会社 

取  締  役  会  御 中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている北海道コカ・コーラボトリング株式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの第43期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、北海道コカ・コーラボトリング株式会社の平成16年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

 

明  治  監  査  法  人

代表社員 
関与社員

公認会計士  伊  藤  刕  弘  ㊞

代表社員 
関与社員

公認会計士  鈴  木  康  二  ㊞

代表社員 
関与社員

公認会計士  笹  山    淳    ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年３月30日

北海道コカ・コーラボトリング株式会社 

取  締  役  会  御 中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている北海道コカ・コーラボトリング株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第44期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、北海道コカ・コーラボトリング株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計

基準を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

 

明  治  監  査  法  人

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  笹  山   淳    ㊞

代 表 社 員 
業務執行社員

公認会計士  堀  江  清  久  ㊞

業務執行社員 公認会計士  来  田  弘 一 郎  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。
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